
実績 実績
①

成果

達成率 達成率 C

％ 18.4 17.5 50.0
②

効率性

％ 36.8 35.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

B

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

％ 42.5 29.7 35.0
②

効率性

％ 122.9 85.7 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

B

24年度 26年度

事
業
区
分

上記のうち
人件費

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：211　施策名：健康づくりを支援する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

A

①がん検診の点検・評価の
指標数値を把握し、がん検
診の質の向上および精度管
理に活用するための方法を
検討する。
②がん検診の受診習慣がな
いと思われる未受診者に対
して、受診の必要性を伝える
とともに受診勧奨を行う。受
診意識の醸成および定期受
診者の増加を図ることによ
り、受診率を向上させてい
く。

B

健
康
推
進
課

年1回の健康診査・がん検診の受診機会で、区民が自分
の健康状態を確認するとともに健康に対する意識を持つ
ことができ、さらに疾病の早期発見・早期治療に結びつい
ていることから、メリットは大きい。また、案内の封入委託
料および役務費の節減により、受診者1件あたりのコスト
を圧縮できている。これらのことから、効率性が高いと言
える。

区民の生活習慣病やがんの予防、健康管理のために必
要である。

　対象年齢の区民に対して個別に案内を送付し、受診機
会の確保および受診勧奨をしているが、受診意識や受診
習慣が十分でない区民への働きかけが不足していたた
め、受診率が目標値に達しなかった。このことから、事業
は良好に進んでいないと評価する。

目標 目標

A C
該
当

―

72,000 ―

千円 1,075,722 1,062,996 1,318,055

千円 74,000 72,000

 成果指標である大腸がん検診の受診率が平成22年度
比で０．９ポイント低下し、目標値に達していない。大腸が
ん検診は大多数の区民が健康診査と同時に受診するた
め、特に30歳代の健康診査受診者数減少の影響等を受
け、受診率が低下したと考えられる。

2 A
健康教育事務
③

区民の健康を守
るため、喫煙が
健康に及ぼす影
響を周知するとと
もに、禁煙を希望
する区民に対し
禁煙支援を行う。

成
果
指
標

　禁煙達成率
（禁煙補助剤
終了後2ヶ月
の禁煙達成者
数　/禁煙補
助剤費用助成
利用者数）

経
費

総経費

経
費

総経費

上記のうち
人件費

1 A
生活習慣病健
康診査事務

区民に健康診査
の機会を提供す
ることにより、生
活習慣病やがん
を予防し、疾病の
早期発見と早期
治療を進め、区
民の健康増進を
図るため

成
果
指
標

大腸がん検診
受診率（大腸
がん検診受診
者数/大腸が
ん検診対象者
数）

平成22年度の禁煙達成率43％には届かなかったが、禁
煙外来における禁煙達成率3ヵ月後40.8％（平成19年度
中医協特別調査）と比較しても、成果はあったと考えられ
る。

B

・禁煙希望者に事業を周知
するために、平成23年度国
保特定健診問診で喫煙あり
と回答した区民約7,000人に
区の禁煙支援に関するパン
フレットを郵送する。

B

健
康
推
進
課

練馬区薬剤師会との協働事業であり、区民にとって、身
近な薬局53ヵ所で、夜間、休日も禁煙相談が受けられ、
利便性が高い。

目標 目標

A B
該
当千円 2,557 2,770 2,420 ―

平成21年度練馬区健康実態調査によると、区民の喫煙
率は19.1％であり、その内、55.8％が禁煙を希望してい
る。禁煙支援は、今後も生活習慣病予防、受動喫煙防止
のために、健康づくり施策として必要性が高い。

千円 1,600 2,000 1,600 ―

区内53ヵ所の協力薬局で禁煙相談ができる体制は、禁
煙を希望する区民を支援するために公平性・公正性の高
い事業である。平成24年度で、禁煙補助剤の助成を終了
するため、禁煙支援薬局の定着が課題である。平成23年
度は平成22年度の実績と比較すると成果が低く、平成24
年度の実績が問われている。



24年度 26年度

事
業
区
分

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：211　施策名：健康づくりを支援する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

％ 86.9 93.0 90.0 90.0
②

効率性

％ 111.4 106.1 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

・専門性を活かして適切に事業を展開している。
一方で、里帰り出産の長期化、兄弟姉妹がいる家庭の訪
問希望が少ないなど本事業が実施できない世帯が一定
の割合で存在する。これらの対象への働きかけを検討し
ていく必要がある。
・本事業により発見された要支援家庭に対する支援方法
について、適宜検証して質を高める。

・訪問率は目標を達成した。
・出産後の早い時期に助産師および保健師が訪問するこ
とで、乳児や産婦の健康状態を確認し、母乳栄養の確立
のための助言、乳児の成長発育の確認を行うことができ
た。また、直接生活環境を確認することで、母子およびそ
の家族に適切な助言や支援が実施できた。
・健康部のみで解決が難しい課題は他の関係所管・機関
と連携をとり対応を行うことができた。
・現在接種回数や種類が増えている予防接種に関する
情報提供を、早期に母親に伝えることができた。

新生児等訪問
指導を受けた
人の割合（実
績数/対象者
数（出生数））

総経費

A

引き続き「妊婦アンケート」を
実施し、要支援家庭を早期
に発見して妊娠、出産、子育
てと継続して支援が行われ
るようにする。

B

光
が
丘
保
健
相
談
所

通常は迅速な訪問のため訪問指導員が訪問し、今後継
続的な支援が必要となる要支援家庭には常勤の保健師
が訪問するなど、対象の状況に合わせた役割分担がで
きていて効率性が高い。

目標 目標

A B
非
該
当

千円 68,697 69,462 70,056

･産後の母親の心の問題は、症状発症時の早期発見が
重要である。多くは産後１～２ヶ月以内に発症する産後う
つを訪問時に発見し、早期に医療につなぐためには、こ
の時期の訪問活動が必要である。
・母乳の分泌を促進し、母乳栄養を安定させるためには
産後１～２ヶ月時の授乳が大切であり、この時期に母親
に母乳栄養に関する知識と適切な授乳方法を伝えること
は重要である。

―

3 A
母子訪問指導
事務

妊産婦、新生児
等に対して保健
師、助産師が家
庭を訪問し、子育
て支援に関する
情報提供等や母
子の心身及び養
育環境等の把握
や保健指導を行
うことにより、母
性の保護および
新生児等の心身
の健全な育成を
図るため

成
果
指
標

経
費

上記のうち
人件費

千円 41,040 41,040 41,040 ―



24年度 26年度

事
業
区
分

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：211　施策名：健康づくりを支援する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

％ 99.5 99.3 100 100
②

効率性

％ 99.5 99.3 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

人 2,155 2,575 2,500 2,500
②

効率性

％ 80.8 96.6 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

B

4 A
小中学校児
童・生徒健康
診断事務

児童・生徒の健
康増進を図り、
もって学校教育
の円滑な実施と
その成果の確保
に資するため。

成
果
指
標

腎臓病健康診
断受診率（受
診者数/対象
者数）

経
費

総経費

上記のうち
人件費

達成率が100％に満たないのは、欠席などの理由から期
間内の回収が間に合わない児童・生徒がいるためであ
る。実質は100％の受診率であると言える。

A

結核健診については文部科
学省から新たな通知があ
り、平成１５年度から教育委
員会内に専門医等からなる
結核対策委員会を設置し、
精密検査の受診の有無を判
定してきた。
平成２４年３月に文部科学
省から新たなマニュアルが
提示されたため、マニュアル
の内容に即して、平成２５年
度からは、結核対策委員会
を設置せず、各学校内科医
により精密検査の受診の有
無の判定を行ってもらうよ
う、練馬区医師会との連携
の上、対応を図っていく。

B

教
育
総
務
課
・
学
務
課

練馬区医師会に委託をしているため、効率的に健康診断
を実施できている。

目標 目標

A C
非
該
当

千円 87,406 87,355 92,127 ― 学校保健安全法に基づく義務的な事業である。

千円 3,200 3,200 3,200 ―

学校保健安全法に基づく検査として練馬区医師会に委託
をしており、3次の精密検査までで432人の有所見者が発
見できている。腎臓疾患については学校管理下での配慮
が必要となるため、有所見者の発見は重要であると言え
る。

介護予防キャンペーン事業
の内容等を見直し、新たな
参加者を掘り起こし、更に参
加人数を増やしていく。ま
た、介護予防レシピの普及
啓発に努める。
通信型介護予防事業は、事
業見直しにより平成23年度
をもって終了とした。

B

高
齢
社
会
対
策
課

前年度と比較して、介護予防普及啓発事業参加者が約
1.2倍に増えたことにより、1人当たりの経費を約16％削減
することができた。

目標 目標

A B
該
当千円 5,247 5,268 4,738

地域支援事業は法定受託事務であり、また介護予防を
推進するためには、区民一人ひとりが介護予防に関する
知識を持つことが求められている。

1,600 1,600 ―

参加者数が増え、着実に目標達成に近づいている。参加
者へのアンケート調査（介護予防まつり、介護予防講座）
では、介護予防への理解に関して「かなりわかった」「少し
わかった」と回答した方が約92％であった。本事業への
参加により、介護予防への取り組みの重要性は理解が
深まっており、介護予防に関する知識を普及する効果が
あった。

介護予防フェスティバル講演会では、講演内容に対する
区民の関心が高く、昨年度に比べて参加人数が約1.4倍
増えた。

介護予防キャ
ンペーン事業
参加人数(平
成24年度から
大ホール定員
数の8割を目
標とするため
変更）

総経費 ―
A5 A

介護予防事業
事務（介護予
防普及啓発事
業）【介護保険
会計】

高齢者に対し、
介護予防に関す
る知識を普及し、
高齢者自らが介
護予防に取り組
むことができるよ
うになるため。

成
果
指
標

経
費

上記のうち
人件費

千円 2,400



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

人 11,000 11,000 10,000 10,000
②

効率性

％ 110.0 110.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

件 0 1 ― ―
②

効率性

％ 0.0 100.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：212　施策名：健康づくりの条件整備を行う】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

A

ステージとテントの配置を改
善することにより、来場者に
とってより分かりやすい会場
づくりを行う。

B

健
康
推
進
課

練馬まつりと同日実施することにより、集客の相乗効果
が高い。

健康について関心の薄い区民の方も多く来場することか
ら、健康づくり意識の普及・宣伝に有効である。

来場者が11,000人に達するなど、区民からの関心も高
い。

目標 目標

A B
該
当

―

6,400 ―

千円 9,555 7,789 7,722

上記のうち
人件費

千円 8,000 6,400

子ども向けのキックターゲットの設置や風船などを配布す
ることにより、あまり区が主催する健康づくり事業に参加
をしない子育て世代の参加も多く、健康づくりについての
普及・宣伝の成果があった。事業参加人数

2 AB
受動喫煙防止
推進事務②

受動喫煙防止対
策の実効性向上
を図るために、多
数の人が集まる
施設や公共的な
空間に分煙ス
ペースを設置す
る事業者等に対
し、設置費用の
一部を助成す
る。

成
果
指
標

区内事業者等
における喫煙
スペースの設
置

経
費

総経費

経
費

総経費

1 A
健康フェスティ
バル事務

練馬区の健康づ
くり施策の一環と
して、区民の健
康づくり意識の高
揚を図るため

成
果
指
標

区内大型商業施設内に、誰でも利用できる屋内喫煙室が
設置され、その設置費用の一部を助成した。

上記のうち
人件費

A

本事業は、国の受動喫煙防
止対策を基本としつつ、実効
性の向上を図るためのモデ
ル事業と位置づけ、喫煙室
設置による効果の検証を
もって完了する。

F

健
康
推
進
課

同様の助成事業を持つ千代田区は、平成14年施行後３ヶ
所の無料喫煙所を設置している。初期費用補助は５００
万（１回限り）、維持管理費６０万（月額５万、３年間）が上
限である。単純比較はできないが、練馬区は実施後２年
間で１ヶ所設置し、初期費用助成１５０万、維持管理費な
しであり、効率性は高い。

目標 目標

A A
該
当

千円 800 2,300 0 ―
「健康増進法第25条（受動喫煙の防止）」、「受動喫煙防
止対策について（平成22年2月25日厚生労働省健康局長
通知）」の要請により必要性は高い。

千円 800 800 0 ―

受動喫煙防止対策の実効性向上を図るため、多数の人
が集まる施設に屋内喫煙室設置のための費用助成を
行った。喫煙者、非喫煙者がともにすごしやすい環境整
備を進めた。



平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：212　施策名：健康づくりの条件整備を行う】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

％ ― 33.3 50.0 50.0
②

効率性

％ ― 66.6 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

①「練馬区食育推進ネット
ワーク会議」では、食育の普
及啓発から実践にむけてさ
らに情報交換を活発化させ
るとともに、連携の強化を図
る。
②引き続き、区の食育推進
の課題である「バランスのよ
い食事を実践している人が
増えること」「不足しがちな野
菜摂取量の増加」に取り組
むために食育冊子「食育実
践ハンドブック」第二弾を作
成して普及啓発に努める。
また食育冊子についてはよ
り効果的な活用方法を検討
する。
③健康づくり協力店事業で
は、新規届出の飲食店等に
積極的に働きかけをし、区
の食育推進の取り組みに合
わせた食事等の提供や区と
協働して健康情報の発信を
する登録店舗数の増加に努
める。

B

健
康
推
進
課

対象者を限定した事業展開ではなく、区内全域を対象と
して実施しているため、効率性が高い。
また、健康づくり協力店事業による食育では新たな方法
として、事業者のオリジナルレシピと区側の健康情報等を
盛り込んだ資料（レシピカード）作成を行い、地域の事業
者が区民に配布する方法で展開した。

目標 目標

A A
非
該
当

千円 12,775 12,647 12,911

23年3月、国の第二次食育推進基本計画では、生涯にわ
たるライフステージに応じた間断のない食育の推進、生
活習慣病の予防及び改善につながる食育の推進、家庭
における共食を通じた子どもへの食育の推進を重点課題
にしている。区でも身近に農地が多い練馬ならではの食
育推進が求められている。（食育基本法、健康増進法）

10,400 10,400 ―

食育推進ネットワーク会議を通して事業者・関係団体等
の連携が強化され、JA東京あおばの農業祭等への参加
や、農産物直売所の健康づくり協力店加盟等により、農
地が身近にある練馬ならではの食育の取り組みが進ん
でいる。

食育推進ネットワーク会議による職域を越えた連携の広
がりができ、健康づくり協力店普及啓発事業の拡充等に
つながり、区民・事業者・関係団体・行政が連携し、協働
して食育の推進に取り組んでいる。区民の食育について
の関心が97.6％と高い数字を維持している。

健康づくり協
力店登録店舗
数(健康づくり
協力店登録店
舗数225/対象
施設数675）

総経費 ―

A3 A
食育推進事務
（食環境整備）

食育の普及、啓
発を通して、区民
が生涯にわたっ
て健全な心身を
培い、豊かな人
間性を育むこと
ができる環境づく
りを進めるため

成
果
指
標

経
費

上記のうち
人件費

千円 10,400



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

回数 2 2 2
②

効率性

％ 100.0 100.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

％ 100.0 100.0 100.0
②

効率性

％ 100.0 100.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：213　施策名：健康に関する危機管理を行う】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

A

引き続き、健康危機管理に
関する会議を迅速に招集
し、庁内の関係部署と連携
し、情報の共有を図る。

B

健
康
推
進
課

副区長を本部長、教育長を副本部長、健康部長（練馬区
保健所長）を本部事務局長とし、事業本部長および部長
級の管理職で構成する会議体を、必要に応じて効率的に
召集し協議・情報提供を行った。

「練馬区健康危機管理対策本部設置要綱」に基づき設置
されており、必要性は非常に高い。

安全・安心担当課や６保健相談所をはじめ、庁内の関係
部署と連携し情報の共有を図った。

目標 目標

A A
非
該
当

―

0 ―

千円 80 80 0

上記のうち
人件費

千円 80 80

区民の生命、健康の安全を脅かす健康被害の発生を予
防し、健康被害が発生した場合に被害の拡大防止等に
万全を期するための対応策をとり、区民に必要な情報提
供を行った。また、必要に応じて庁内の関係部署とも情報
共有を図った。

健康危機管理
対策本部会議
の開催回数

2 A
衛生試験事務
（腸内細菌検
査）

消化器系感染症
について、平常
時における防疫
対策を施し、ま
た、患者発生時
における感染症
蔓延を防止する
ため。

成
果
指
標

都区精度管理
調査結果の適
合率
（適合検査項
目件数÷参加
検査項目件
数）×100

経
費

総経費

経
費

総経費

1 A
保健所一般事
務（危機管理
対策本部）

区民の生命、健
康の安全を脅か
す健康被害の発
生を予防するとと
もに、健康被害
が発生した場合
に、被害の拡大
防止等に万全を
期すため

成
果
指
標

食中毒事故や感染症の二次汚染を未然に防ぐ目的達成
のため、年間を通して多数の検便検査を計画的かつ的確
に実施している。都区精度管理調査に参加し検査精度の
維持向上につとめている。

上記のうち
人件費

A
引き続き、研修など受講しつ
つ、ＰＣＲ検査の充実をは
かっていく。

B

光
が
丘
保
健
相
談
所

民間事業者との比較においても経費が低額であり、効率
性が高い。

目標 目標

A A
非
該
当

千円 30,124 29,613 28,290 ―
３類感染症の患者関係者検便など緊急性の高い依頼に
は、休日も含め即応して感染症の蔓延防止に役立ってお
り、必要性が高い。

千円 16,000 16,000 14,400 ―

患者発生時だけでなく、平常時における定期的な施設検
便は、食品衛生上きわめて重要である。特に調理関係者
の衛生意識を醸成し、職場からの感染症発生や二次感
染を未然に防ぐ環境づくりに大きく寄与している。



平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：213　施策名：健康に関する危機管理を行う】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

％ 93.4 91.0 95.0 95.0
②

効率性

％ 98.3 95.8 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

・平成24年4月2日以降生ま
れの子どもに対する小児用
肺炎球菌接種費用を一部助
成。
・定期の麻しん風しん予防接
種未接種者（2歳以上18歳
未満）に対し接種費用全額
助成を実施。
・子宮頸がん予防ワクチン接
種事業の年齢対象を中1･中
2にも拡大する。
・高齢者に対し、肺炎球菌の
予防接種費用を一部助成す
る。
・国の法改正の動向を踏ま
え、不活化ポリオワクチンの
導入等予防接種事業を拡大
していく。

Ａ

保
健
予
防
課

予防接種を勧奨するために、接種年齢対象者への個別
通知を行うとともに、区報・ホームページ等による普及啓
発を行っている。

目標 目標

B B
該
当

千円 1,060,285 1,340,252 1,242,462
予防接種は、社会全体の免疫水準を維持し、感染のおそ
れがある疾病の発生およびまん延を予防するなど、感染
症対策には必要不可欠な事業である。

16,000 16,000 ―
任意予防接種の種類が増え、経済的負担が大きい子ど
もを持つ保護者に対し、接種費用の一部および全額助成
事業を進められているため。

前年度より達成率が僅かに減少したが、原因としてはポ
リオ予防接種の不活化ワクチンへの移行に伴い、保護者
が現行の生ワクチンの接種を控えたことが挙げられる。こ
れは、全国的な事象であり、全体としては高い水準を維
持している。

予防接種（①
②③④）を受
けた人の割合
（接種者数/対
象者数）

総経費 ―

A3 AC 予防接種事務

社会全体の免疫
水準を維持し、感
染のおそれがあ
る疾病の発生お
よびまん延を予
防するため

成
果
指
標

経
費

上記のうち
人件費

千円 8,000



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

％ 90.8 90.9 93.5 95.0
②

効率性

％ 100.9 101.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

％ 92.5 91.7 95.0 95.0
②

効率性

％ 102.8 101.9 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

食品の安全性確保に対する区民の要望にこたえるべく食
品衛生関係営業者の調査指導、食中毒対策および食品
衛生の啓発活動が着実に実施されている。

AB A
該
当

生
活
衛
生
課

不適合食品の発見に努めている。当該不適合食品の製
造・販売営業者の指導を行い、安全な食品が製造・販売
されるようにしている。

A

前年度の内容を継続しつ
つ、時々の状況に応じて緊
急監視、広報など機動的な
対応に努める。(食中毒発生
の危険性の高い検査不適合
施設について再検査および
指導を実施し、食中毒の予
防に努めるとともに、一層の
普及啓発を図る。)
消費者団体・事業者団体と
の協働により、リスクコミュニ
ケーションの充実に努める。

B

営業施設の監視指導・立入検査、許認可事務、区民から
の各種相談、食中毒調査、食の安全に関する情報の普
及等、多様な業務を重要度、緊急度、効率等を考慮して
実施している。投入した経費に見合う実績が出ている。

法定受託事務のため区が行うことになっている。区民の
食品に対する安全性確保の要望は高く、必要性が高い。

2 A 環境衛生事務

環境衛生関係営
業施設におい
て、適正な衛生
水準を確保する
ことにより、施設
利用者の衛生的
安全を図るため

成
果
指
標

経
費

該
当

上記のうち
人件費

千円 56,000 54,400

理化学検査に
よる衛生水準
適合率

目標 目標

A

総経費 千円 57,916

生
活
衛
生
課

継続的に行っている監視指導および立入検査結果に基
づいた改善指導等の効果により、環境衛生関係営業施
設の衛生水準適合率は、目標とした９０％を上回ってい
る。

A

①引き続き、重点項目の設
定・スクリーニング検査の導
入などにより、効率的な監視
指導体制を築き、区民サー
ビスを充実させる。
②事務の省力化と効率向上
のため、引き続き業務台帳
の電子化に取り組む。
③地域主権一括法に伴う区
条例等の施行を機に、各分
野の事業者団体等との協働
体制の構築に取り組む。

B

監視指導・立入検査の他、新規・変更等の許認可事務、
各種苦情相談、検査受付等、業務が多様化する中、施設
の立入検査については、重要性、緊急性、効率等を考慮
して計画的に実施している。予算の範囲内で一定の成果
を上げることができた。

監視指導等の効果により、衛生水準適合施設の占める
割合は高率を維持しており、施設利用者の衛生的安全は
ほぼ守られている。業務が多様化するなか、重要性緊急
性等を考慮し、限られた担当職員で計画的効率的に対応
している。

環境衛生関係法令に基づく事務であり、衛生水準を確保
し施設利用者の衛生的安全を図ることは重要である。レ
ジオネラ症、化学物質過敏症等、年々新たな問題が提起
されるなか、衛生的安全を望む声は多く、この事業の必
要性は極めて高い。

千円 150,596 153,317 162,778

A

64,711 ―

62,400 ―

―

千円 138,667 134,560 142,560 ―

56,514

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

1 A 食品衛生事務

飲食に起因する
衛生上の危害の
発生を防止し食
品の安全を確保
すること、および
食の安全に関す
る情報の普及を
図ることにより、
区民等の健康を
守るため。

成
果
指
標

食品の収去検
査（細菌）にお
ける適合率

目標 目標

経
費

総経費

上記のうち
人件費

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：214　施策名：安全な衛生環境を確保する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度
今年度以降の改革・

改善案

事
業
の

方
向
性



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

件数 19,897 20,780 ―
②

効率性

％ ― ― ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

人 3,461 3,274 3,516 ―
②

効率性

％ 96.3 91.1 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

1 A
地域医療推進
事務（休日・夜
間）

休日・夜間に初
期救急医療を確
保するため。ま
た、東京都の救
急医療対策の補
完として、心臓循
環器救急医療を
実施するため。

成
果
指
標

休日急患診療
所（医科・歯
科）を利用した
区民の数

地
域
医
療
課

休日急患診療所（医科、歯科）は、練馬区役所東庁舎と
石神井庁舎の2箇所で集約的に運営しているため効率性
は高い。また、休日診療当番医や休日柔道整復施術を
区内の医療機関に委託する等して運営しているため、効
率性は高い。

入院を必要とする中等症・重症患者を対象とする二次救
急医療体制や生命危機が切迫している重篤患者を対象
とする三次救急医療体制の整備は東京都が行い、入院
治療を必要としない比較的軽症な救急患者を対象とする
夜間や休日に行う初期救急医療体制（内科、小児科、歯
科）については区が整備する役割分担となっている。

初期救急に関しては、区民が必要なときに受診できる環
境を整えており、事業は概ね順調に推移している。

A

増加する受診者に対応する
ため、歯科治療ユニットの増
設とそれに伴う改修工事を
行う。

B

地
域
医
療
課

該
当

通常の診療時間外である休日、夜間に受診が必要な初
期救急患者が多数いることから、休日急患診療所運営等
について成果があがっている。

A

講座の開催などを通じて、引
き続き小児初期救急医療機
関の適切な利用についての
区民啓発を行う。

B

診療可能件数（予約枠）に対して90％を超える診療率を
保っている。

限られた予約枠で可能な限り診療を行っている。

該
当

心身の状況により一般の歯科診療所では診療が困難な
方の治療の場を提供し、他診療所では進んでいない摂
食・えん下の外来・訪問診療に連携して取り組む必要が
ある。

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：221　施策名：地域における医療体制を確立する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度
今年度以降の改革・

改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

―

7,200 ―

目標 目標

A B

236,622

経
費

総経費 千円 257,020 258,515

2 A

地域医療推進
事務（心身障
害者等歯科診
療および周産
期セミオープン
システム事業）

一般の歯科診療
所では診療が難
しい心身障害者
や在宅要介護高
齢者の方に対し
歯科診療を行
い、区民の歯科
保健の充実を図
るため。また、医
療機関が連携し
医療機能を分担
することで、区民
がより安心して子
どもを生み育て
る環境を推進す
るため。

成
果
指
標

経
費

心身障害者等歯
科診療率
目標：診療可能件
数(予約枠)
実績：受診者数

上記のうち
人件費

千円 7,200 7,200

上記のうち
人件費

千円 3,200 3,200 3,200 ―
区内の一般歯科診療所では対応できない診療内容や設
備環境を整えており、診療率も高水準を保っている。

総経費

目標 目標

A B
千円 143,669 142,366 142,012 ―



平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：221　施策名：地域における医療体制を確立する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度
今年度以降の改革・

改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

回 ― 10 10
②

効率性

％ ― 100.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

－ 　－ 1,909 1,909 2,259
②

効率性

％ 　－ ― ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

B

4,000 4,000 4,000

A
該
当

災害医療運営連絡会および同専門部会において医療救
護所の立上げ方法などを検討し、練馬区地域防災計画
の改訂に反映した。

A

○医療救護所のあり方、後
方医療機関との連携につい
て
○特殊医療に対する支援に
ついて
○ボランティアの受入れなど
外部からの援助を受ける体
制について
災害医療運営連絡会・災害
医療運営連絡会専門部会で
協議する。東日本大震災を踏まえ、関連機関と連携を図り、協議を

進めながら医療救護体制を構築しており、良好に進んで
いる。

医師会、歯科医師会、薬剤師会、柔道接骨師会、災害拠
点病院、警察、消防など関連機関から選出された委員に
よる災害医療運営連絡会において協議し、効率的に災害
時医療救護体制の構築を進めている。

総経費 千円 21,000 23,038

目標 目標

A

―

3 A
災害時医療救
護体制の構築
事務

災害時の人的被
害に対する医療
救護体制を構築
し、区民の生命を
守り、安心して暮
らせる社会を実
現するため

成
果
指
標

１０か所の医
療救護所訓練
における訓練
や検討会議の
実施回数

経
費

総経費 千円 4,437 16,575 12,593 ―

上記のうち
人件費

千円

練馬区地域医療計画を策定
し、その計画に基づき、安心
して医療を受けられる環境
を整える。また、病床確保策
を進めるにあたり課題となる
基準病床数のあり方につい
て、国や都にその見直しを
要請する。

B

地
域
医
療
企
画
調
整
課

練馬区地域医療計画の策定を中心に、医療コンサルタン
トへの業務委託を行い、各種データの分析および専門的
知識による助言や支援を受け、効率的な検討を行った。

区内病院の病床数（一般・療養）は、人口10万人あたり約
２７５床（平成２３年６月１日現在）であり、２３区平均の約
３分の１と極端に病床が不足している。病床確保につい
ては区民の受療環境整備の中の大きな課題であり、練
馬区地域医療計画において目標としており、引き続き取
り組む必要がある。

平成24年度についても練馬区地域医療計画の策定をは
じめとした区民の受療環境充実のための取組を進めてい
く。

A A
非
該
当

練馬区地域医療計画については平成23年度中に策定予
定だったが、日本大学が日本大学医学部付属練馬光が
丘病院の運営から撤退することになり、計画を見直す必
要が生じたため、策定時期を延期した。平成23年度は検
討委員会を4回開催し、計画全般についての検討を進め
た。

B

30,143 ―

上記のうち
人件費

千円 8,000 8,000 12,000 ―

経
費

4 ABC
地域医療拡充
対策事務①

だれもが安心し
て医療を受けら
れる環境を整備
するため

成
果
指
標

練馬区内の一
般・療養病床
数

目標 目標

災害時の医療救護体制を構築し、練馬区地域防災計画
に位置付けることは区民の安全を確保する観点からその
必要性は高い。

B

地
域
医
療
課



平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：221　施策名：地域における医療体制を確立する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度
今年度以降の改革・

改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

％ ― 26.0 25.0
②

効率性

％ ― 104.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

経
費

総経費 千円 1,881
5 AC

地域医療拡充
対策事務（医
療従事者確保
支援）②

区内病院の看護
師不足を解消す
るため

成
果
指
標

―

来場者数に対
する就業者数
の割合

目標

A A
該
当

参加者数は減ったものの、就業率はこれまで同様高い水
準を維持できている。

A
1,753 1,852 ―

上記のうち
人件費

千円 1,600 1,600 1,600

目標

当日参加者を増やすため、
周知先や周知方法につい
て、あらためて精査して現状
の良好な状態を維持する。

B

地
域
医
療
企
画
調
整
課

関係機関と役割分担し、効率のよい運営ができている。

区内病院の慢性的な看護師不足が継続しており、夜勤
等の勤務体制が組みづらいため、患者受入に支障が生
じる恐れがあるので、本事業を行う必要性が高い。

他区において説明会の開催などの看護職員不足対策を
行っているところはない。病院における看護職員不足は
病院の運営に支障を来たすため、本事業は区民の受療
環境を維持・向上するために効果的である。



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

人 24 20 32
②

効率性

％ 80.0 80.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

人 11,862 15,848 16,000 16,000
②

効率性

％ 107.8 132.1 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

地域住民が地域
福祉活動を始め
るきっかけづくり
を提供し、区民に
地域福祉に関す
る理解をすすめ
るため

成
果
指
標

経
費

24,750 23,227 21,589

上記のうち
人件費

千円 2,400 2,400

相談情報ひろ
ば来所者数

総経費 千円

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

当年度卒業生
が地域福祉を
担った実人数

1 AB

地域福祉パ
ワーアップカ
レッジ運営事
務

地域福祉を担う
人材の育成と育
成した人材を活
かす仕組みづくり
のため。

成
果
指
標

経
費

2 AB
地域福祉推進
事務（協働の
推進）

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

目標 目標

A A

①高齢者見守り訪問員や民生委員・児童委員協力員へ
の就任など、卒業生が地域のさまざまな活動に取り組ん
でいる。

A

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：231　施策名：地域福祉活動との協働を進める】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度
今年度以降の改革・

改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

上記のうち
人件費

千円 16,000 16,000

総経費 千円 23,362 23,843

該
当

―

16,000 ―

カリキュラムの充実をはか
る。

B

福
祉
部
経
営
課

②カレッジの授業には、区内で活動している団体による
授業や現場を知るために区内の施設見学を行っている。
（区民との協働事業）

③少子高齢化、住民相互の関係の希薄化など、地域の
活力や支え合いの力が減退している。その結果、地域の
生活に根ざしたさまざまな課題が生じている。このような
状況の中で、地域福祉の担い手となる人材の育成が必
要である。

④カレッジの認知度が少しずつ高くなり、区内の福祉団体
が人材育成のためにカレッジに人材を派遣したり、カレッ
ジ生を活用するなど相互の連携が高まっている。より一
層充実させ、幅広い人材の育成が必要である。

22,335

相談情報ひろば事業は、「練馬区長期計画」で計画化さ
れており、「第２期　地域福祉計画」でも重点事業としてい
る。23年度において、週１日型のうち2箇所が常設型へ移
行し、常設型の設置数を計画的に増やすことができた。
地域住民のご近所づきあい代わりに、「ちょっと立ち寄れ
る場」として地域の方々に利用されており、一人暮らし高
齢者など、ひろばを頼りにしている方がいる。

A

地域福祉を推進するための
方策や手段の充実を図るこ
と、また、社会福祉協議会や
地域福祉活動団体との協働
を深めていくことが、ますま
す重要となっている。

B

福
祉
部
経
営
課

地域福祉入門セミナーや地域福祉団体交流会の実施に
際しては、企画運営を地域活動団体が担うことで、協働
の推進が図られた。また、団体間のネットワークが構築さ
れ、新たな地域福祉活動の基盤が作られるなど、効率性
の高い事業となっている。

―

地域福祉団体の活動内容を一般の区民に広く知らせる
機会のひとつとして、また、新たな福祉資源の発掘をする
ためにも、入門セミナーの開催や、相談情報ひろばでの
情報発信をおこなっており、必要性が高い事業である。

2,400 ―

地域福祉の推進を図るためには、地域福祉活動の担い
手となる人材や後継者の育成、若年層や地域福祉にふ
れる機会の少ない人が参加するきっかけ作りをするな
ど、様々な取り組みや多方面からのアプローチが必要と
なる。

該
当

目標 目標

A B



実
施
体
制

協
働
事
業

評価

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：231　施策名：地域福祉活動との協働を進める】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度
今年度以降の改革・

改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

件数 29 23 24
②

効率性

％ 96.7 76.7 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

A

引き続き、地域住民相互の
助け合いを基調とする取り
組みに対して運営費等の助
成を行うとともに、広報等の
支援を行うことで、地域福祉
活動団体の運営を助け、地
域福祉の向上に寄与する。

地域住民相互の助け合いを基調とする取り組みに対して
運営費等の助成を行うことで、事業の安定的・継続的な
実施を確保し、また、団体の自主性、主体性や自立性を
踏まえて「区民との協働」をめざすものである。

B

福
祉
部
経
営
課

地域で非営利の福祉活動を行う民間団体に対して経費
の一部を助成することで、地域福祉の振興を図ることが
できる。

―
地域での助けあいや地域住民のつながりを強化する上
で、必要性が高く、また、極めて有効な方策であると考え
ている。

上記のうち
人件費

千円 2,400 2,400 2,400

A
該
当

補助金の交付団体数は、目標（予算算定）値に比べて少
なかったが、継続して交付した団体の安定運営が図られ
ており、もって地域福祉の向上に寄与していると考えられ
る。また、新規交付団体が１団体あり、本事業の周知が
進んでいる。

経
費

総経費 千円 26,517 28,520 27,779

3 A
地域福祉推進
事務（補助金
交付）

地域住民の助け
合いを支援する
ため、非営利で
地域福祉活動を
行う団体に運営
費の一部を補助
するため。

成
果
指
標

目標 目標

A

―

補助を受けた
団体数（非営
利地域福祉活
動団体）



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

日数 108 123 120
②

効率性

％ 90.0 102.5 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 C

人 32 98 120
②

効率性

％ 7.1 21.8 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

B

1 A
民生委員・児
童委員事務

地域住民の福祉
の増進のため

成
果
指
標

１人当たりの
年間活動日数

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：232　施策名：保健福祉の総合支援体制を確立する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

20地区の民生児童委員協議会において、きめ細やかな
活動体制を確保できている。

A

①「地域のつながりの希薄
化」が指摘される中、町会や
地域で活動する団体との交
流の機会を増やし、民生・児
童委員の活動内容を周知す
るとともに、地域での連携を
強める。
②区報での周知等の広報活
動や、その他各種イベントで
の参加を促進することで、民
生・児童委員活動の一層の
普及を行う。

B

福
祉
部
経
営
課

20地区の民生児童委員協議会の運営事務を4総合福祉
事務所が担っているため、地域に根ざした効率的な対応
ができている。

高齢化による日常的な見守りや災害時要援護者対策、
子育て支援等、民生児童委員活動の重要性がますます
高まっている。

民生・児童委員の果たすべき役割が高まっていることか
ら、その活動を支援する区の役割も高まっている。

目標 目標

A A
非
該
当

―

5,600 ―

経
費

総経費 千円 84,961 77,120 80,085

上記のうち
人件費

千円 5,600 5,600

④研修の実施により、ただちに保健と福祉の連携が深ま
るわけではないが、研修の企画や実施を通して、相互の
理解につながった。共同研修の実施により、保健と福祉
職場の職員双方の共通した目的意識が培われ、実務上
において連携をスムーズにしている。

①高齢、障害、児童福祉の各分野に限定せずに、相談業
務に従事する職員に向けた各種の研修を行っており、職
員の理解も進んでいる。平成２３年度に開催した、精神疾
患の理解と対応についての研修は、保健福祉分野にか
かわらず窓口職場の職員にも研修を受講できるようにし
た。実務で対応する職員にとっては、実用性の高い研修
だったということで、参加者が多かった。今後も、研修内
容の充実を図り、受講者数の増加に向けた努力を行うこ
ととする。

保健と福祉の
共同研修参加
人数

総経費

B

研修テーマの選定や企画の
段階から、健康部や社会福
祉協議会その他の関係組織
とのコラボレーションを図り、
研修内容の充実と相互理解
の推進に取り組む。
医療・教育分野を含め、その
時々に話題となっている保
健福祉の課題等、各職員の
スキルアップにつながる研
修テーマや内容についての
検討、意見交換を行なう。

B

福
祉
部
経
営
課

②東京都や民間機関が実施する研修と異なり、参加費
用や交通費も少なく、多くの職員が参加することができ
る。研修は、区役所内の会議室で行っており、参加に伴う
職員や職場の負担は比較的少ないものと考えている。

目標 目標

A A
非
該
当

千円 421 424 688

③区民の抱える課題が複雑化・多様化する中で、保健と
福祉の連携はますます重要となっており、保健職場と福
祉職場が共通認識をもって対応する場面が増えている。
今後、事業本部内で連携した対応が必要となってくる場
面が多くなることが見込まれ、必要性は高い。

―

2 A

地域福祉推進
事務（保健・福
祉・医療の連
携）

保健分野の職員
と福祉分野の職
員が連携して対
応できるような体
制をつくるため

成
果
指
標

経
費

上記のうち
人件費

千円 400 400 640 ―



平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：232　施策名：保健福祉の総合支援体制を確立する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

人 29,029 30,591 31,000 32,000
②

効率性

％ 96.8 102.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

％ 76.5 77.1 80.0 85.0
②

効率性

％ 109.3 96.4 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

B

3 A
災害時要援護
者対策事務(名
簿作成）

障害者・高齢者
等、自力避難が
困難な方の名簿
を整備し、災害発
生時の安否確認
や見守りに活用
する。

成
果
指
標

名簿の登録者
数（年度末現
在）

経
費

総経費

上記のうち
人件費

名簿の登録者数は目標値の30,000人を超過し、達成率
102％であった。

A

安否確認システムの構築に
おいて、災害時における名
簿の活用の仕方を明確にす
る。

B

福
祉
部
経
営
課

登録勧奨や、区立施設窓口への登録票設置により、必
要性の高い方や希望する方を対象とし、効率的に名簿へ
の登録を実施している。また、住民基本台帳ネットワーク
システムと連動したシステムを使用し、登録勧奨対象者
の抽出や、住所異動の処理を効率的に行っている。

目標 目標

A B
該
当

千円 5,127 6,355 9,090 ―
災害時要援護者名簿は、災害時において、要援護者を
支援する地域の活動に活用される。本事業はその基盤と
なる事業であり、必要性は高い。

千円 4,000 4,800 7,200 ―

名簿登録者数は年々増加しており、必要性の高い方や
希望する方の登録が進んでいると考えられる。今後更に
関連部署と連携し、名簿を活用した災害時における安否
確認システムの検討を進めていく。

一人当たりに要するコストが高くなっているが、区直営で
はなく練馬介護人材育成・研修センターへ運営費を補助
することにより、専門性を持った介護従事者の育成と人
材確保が効率的に実施されている。

新規に開設した事業所が多いため目標には達していない
が、区内介護サービス事業所の登録率は伸びている。

練馬介護人材
育成・研修セ
ンターを利用
するために、
登録している
区内介護サー
ビス事業所の
割合

総経費

B

開設後3年が経過し、平成26
年度の光が丘第二小学校
跡施設への移転に向けて、
研修カリキュラムおよび効率
的な人材確保事業の実施方
法を検討する。

B

高
齢
社
会
対
策
課

練馬介護人材育成・研修センターの運営費を補助するこ
とにより、区内介護サービス事業所に勤務する介護従事
者の質の向上に寄与し、高齢者等への良質な介護サー
ビスの提供につながっている。

目標 目標

A A
非
該
当

千円 22,349 23,279 22,954

区内介護サービス事業所は零細な事業所が多く、自らの
事業所で人材を育成・確保することが難しいため、練馬
介護人材育成・研修センターによる専門性を持った介護
従事者の育成と人材確保の支援は必要性が高い。

―

4 AB
介護人材育
成・研修セン
ター支援事務

練馬区社会福祉
事業団が設置す
る練馬介護人材
育成・研修セン
ターの運営費を
補助することによ
り、専門性を持っ
た介護従事者の
育成と人材確保
を支援するため。

成
果
指
標

経
費

上記のうち
人件費

千円 4,000 4,000 4,000 ―



平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：232　施策名：保健福祉の総合支援体制を確立する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

― 調査・研究 調査・研究 実施
②

効率性

％ ― 達成 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

5 AB

（仮称）障害福
祉人材育成・
研修センター
運営事務

専門研修等を通
して保健福祉
サービスを担う人
材を育成し、事業
所におけるサー
ビス提供の質の
向上を図るため

成
果
指
標

（仮称）障害福
祉人材育成・
研修センター
の開設に向け
た調査・研究

経
費

総経費

上記のうち
人件費

着実に調査研究を進めている。

A
事業者連絡会との役割分担
の明確化を進める。

Ａ

障
害
者
サ
ー

ビ
ス
調
整
担
当
課

事業者連絡会における議論を踏まえ、センターのあり方
や必要性について検討することで効果的なセンター運営
に活かすことができる。

目標 目標

A A
該
当

千円 836 839 1,761 ―

障害福祉サービス事業者は、障害当事者が運営するな
ど比較的小規模な事業者が多い。そのような小規模な事
業者が、多様かつ個別性の高い障害ニーズに応えられ
る従事者の育成研修体制を自前で整えることには困難
が多い。障害福祉サービスの質の向上を図るため、区が
センターを整備して従事者の育成・研修体制を整えること
は必要である。

千円 800 800 1,600 ― 開設に向けた調査研究が順調に進んでいる。



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

件数 29 42 40
②

効率性

％ 96.7 140.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

件 188 161 ― ―
②

効率性

％ ― ― ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

1 A 権利擁護事務

判断能力の低下
した認知症高齢
者、知的障害
者、精神障害者
等の権利擁護を
図るため

成
果
指
標

区長申立件数

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：233　施策名：保健福祉サービスの利用を支援する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

認知症高齢者の増加等に伴い、成年後見制度を利用す
る潜在的な需要は増えていると思われる。成年後見制度
に関する相談件数や区長申立件数が、年々増加してお
り、今後とも増加が見込まれる。

A

①練馬区の「成年後見制度
推進機関」である社会福祉
協議会権利擁護センターと
協力して、制度の普及、相
談活動の充実や、家族会等
の地域活動団体が実施する
相談会の支援に取り組む。
②報酬助成制度や社会貢
献型後見人の活用等を通じ
て、成年後見制度の利用支
援を行う。
③社会貢献型後見人養成
事業における研修内容の充
実や、社会福祉協議会の後
見監督業務の充実および後
見人連絡会の開催等、成年
後見人の養成・支援を進め
る。

B

福
祉
部
経
営
課

手続きの煩雑さや後見人に対する報酬の高さなど、制度
を使う上で課題も多いが、申立件数や相談件数の増加に
伴い、事務手続きが速やかに行われたり、利用者に適切
な情報提供ができるようになった。

認知症高齢者等、権利を擁護する必要がある方が増加し
ており、成年後見制度の利用を促進することが重要と
なっている。また、悪徳商法の被害から守るためにも、成
年後見制度の一層の周知が必要である。

福祉部経営課、総合福祉事務所、高齢者相談センター、
保健相談所および社会福祉協議会に設置している権利
擁護ｾﾝﾀｰ等の関係機関が連携して、成年後見制度の利
用に係る相談、支援、周知を行っており、引き続き推進し
ていく。また、職員向けの研修や、関係者連絡会も開催し
ており、年々、成年後見制度に関する職員の理解が高
まっている。

目標 目標

A A
非
該
当―

3,200 ―

経
費

総経費 千円 32,083 35,414 42,372

上記のうち
人件費

千円 3,200 3,200

苦情調整委員制度の周知・普及に一層努める必要はあ
るが、事業の実施にあたっては上記のとおり適切になさ
れている。

区長の附属機関である保健福祉サービス苦情調整委員
制度により、区民の苦情が中立・公正な立場で適切に対
応されている。相談および苦

情受付件数
（業務内容に
鑑み、目標値
は設定してい
ない）

総経費

A

この制度により、保健福祉
サービス利用者の権利・利
益が擁護でき、また、区や民
間事業者が提供するサービ
スが向上することをめざし
て、制度の周知・普及に努
める。

B

福
祉
部
経
営
課

相談や苦情の受付件数に対して、苦情の申立に至る
ケースはそれほど多くはなく、一定の成果があがっている
ものと考えられる。また、制度の運営に要する経費も、毎
年度大きな変動もなく、総じて効率的な運営がなされてい
ると言える。
苦情に関する窓口を一箇所に集約しており、効率的な事
務執行が行われている。

目標 目標

A A
非
該
当

千円 11,773 11,805 11,844

福祉サービスの利用が、「行政による措置」から「本人に
よる契約」へと移行された中で、保健福祉サービス（介護
保険サービスを含む。）に対する苦情や相談に適切に対
応し、サービス利用者の利益を保護し、その権利を擁護
する制度として必要性が高い。利用者の苦情に中立・公
正な立場で適切に対応する機関であり、利用者の権利を
擁護するために必要不可欠な制度である。

―

2 A
保健福祉サー
ビス苦情調整
委員事務

福祉サービスの
利用に関する苦
情や相談に対応
し、利用者の権
利や利益を擁護
し、苦情の解決を
通して区や民間
事業者の提供す
るサービスの質
の向上を図るた
め

成
果
指
標

経
費

上記のうち
人件費

千円 2,000 2,000 2,000 ―



平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：233　施策名：保健福祉サービスの利用を支援する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

％ 100.0 100.0 100.0 100.0
②

効率性

％ 100.0 100.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

3 A
福祉サービス
第三者評価受
審支援事務

事業者の質の向
上や情報開示を
促進するため、
都認証評価機関
による第三者評
価を受審する際
の費用を助成す
る。

成
果
指
標

第三者評価の実施
を義務付けられた
事業者の申請に対
して補助を実施し
た件数（平成23年
度からは、「第三者
評価の実施を義務
付けられた事業者
が、評価結果を公
表した件数」に変
更する。）

経
費

総経費

上記のうち
人件費

認知症対応型共同生活介護事業者および小規模多機能
型居宅介護事業者については、福祉サービス第三者評
価受審費用助成の対象となっているすべての事業者が
福祉サービス第三者評価を受審している。

B

平成24年度から第5期練馬
区高齢者保健福祉計画・介
護保険事業計画がスタート
する。これにより設置される
新規事業者に対して、制度
の周知および受審勧奨を行
う。

B

介
護
保
険
課
 
・
障
害
者
サ
ー

ビ
ス
調
整
担
当
課

受審費用助成額の全額が東京都の補助金である。また、
従事職員数も必要最小限で賄っている。

目標 目標

A A
非
該
当

千円 10,058 11,303 20,600 ―

受審費用を助成することにより、事業者の福祉サービス
第三者評価受審の促進となっている。また、認知症対応
型共同生活介護事業者および小規模多機能型居宅介護
事業者においては、運営上福祉サービス第三者評価の
受審が義務付けられており、それを助成することで区内
事業者の維持・確保にもつながっている。

千円 800 800 800 ―

対象事業者への助成を通じて、福祉サービス第三者評価
受審の周知や促進が図られる。また、東京都からの補助
金を財源としていることから、区としての負担を最小限に
抑えながら、事業者の受審漏れの予防、質の向上、情報
公開の促進等に資することができる。



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

件数 19 11 15
②

効率性

％ 126.7 73.3 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

回 5 3 4
②

効率性

％ 100.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：234　施策名：福祉のまちづくりの考え方を広める】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

A
該
当

32,397

社会情勢や日々変化する社
会のニーズに合わせた区民
活動を支援するため、より柔
軟な事業の運営を行い、他
の事業との有機的な連携を
図る。

B

福
祉
部
経
営
課

区の支援（財政的、人的支援）だけではなく、区民の創意
工夫が発揮され、既存の取組ではなく、区民との協働で
の事業展開ができることで、きめ細やかな支援が実施で
きる。

区民の発意による事業実施を支援することで、地域の要
望や課題解決のための手法を区民と協働で実践できて
いる。合わせて、地域の実情に合わせて、柔軟な事業実
施が可能となり、事業の必要性は高い。また、福祉のまち
づくり活動を推進することで、誰もが住みやすいまちづくり
の推進が図られ、ずっと住みたいやさしいまちの実現に
つながる。

福祉のまちづくりは、多様な区民が地域社会で生活し、
誰もが安心して住み続けられることを目指している。その
意味で、区民の発意による活動を支援し、区民と区の協
働での福祉のまちづくり活動を推進することで、生活に密
着した形での事業実施ができている。

千円 12,800 12,800

福祉のまちづくりパートナーシップ区民活動支援事業は、
区民自らが主体となって発意し、創意工夫を活かした活
動をとおして、練馬区の福祉のまちづくりの基本理念であ
る「共感」「協働」「推進」のもと、区民との協働で福祉のま
ちづくりが推進されている。区民活動支援

助成件数

目標 目標

A B

―

12,800 ―

千円 37,463 33,030

2 A
福祉のまちづく
り推進事務（区
民協議会）

地域社会におい
て、障害者、高齢
者等多様な区民
が自由に移動
し、社会活動に
参加できるように
社会環境を整備
するなど、福祉の
まちづくりに関す
る総合計画を推
進するため。

成
果
指
標

区民協議会等
の開催回数

経
費

総経費

経
費

総経費

上記のうち
人件費

上記のうち
人件費

1 A
福祉のまちづく
り推進事務（普
及・啓発活動）

年齢や性別、身
体能力に関わら
ず、だれもが住
み慣れた地域で
安心して生活で
き、社会参加が
可能な福祉のま
ちづくりの考え方
を広めるため

成
果
指
標

①区民協議会を設置して、区民、事業者、有識者等の意
見を福祉のまちづくりの取り組みに反映している。

A

計画推進に関する課題、意
見等を提案するため、福祉
のまちづくりの先進的な事例
について研究する。

B

福
祉
部
経
営
課

②部会を設置し、練馬区福祉のまちづくり総合計画の課
題整理や普及について検討した。

福祉のまちづくり総合計画を実効性と継続性のある取組
みとし、福祉のまちづくりを実現するため、区民等による
計画の検証および評価が必要である。

計画を推進するために庁内組織である推進委員会だけ
ではなく、区民協議会において区民・事業者等の幅広い
視点で取組の検証および評価を行い、平成24年度末に
区長へ提案する事項について検討が進んでいる。

該
当千円 3,200 3,313 3,399 ―

千円 3,200 3,200 3,200 ―

目標 目標

A A



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

人 163 176 163 ―
②

効率性

％ 69.4 112.1 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 C

人 11,726 11,287 15,000 15,000
②

効率性

％ 73.3 70.5 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

B

経
費

総経費 千円 63,710 62,475

上記のうち
人件費

千円 12,000 12,000

目標

A A

64,571 ―

12,000 ―

高
齢
社
会
対
策
課

2 A
高齢者各種助
成事務（老人ク
ラブ）

高齢者が地域社
会に積極的に参
加・貢献し、生き
生きとして健康な
生活を送るため
の団体である、
老人クラブや練
馬区老人クラブ
連合会の自主的
な活動を支援す
るため。

成
果
指
標

老人クラブ会
員数

該
当

高齢者人口が増加していく中、全国的に老人クラブ会員
数は、減少傾向が続いており、練馬区の老人クラブ会員
数は、全国平均よりも微減に留まっているが減少してい
る。

A

高齢者が相互に支え合い、
友愛実践活動の推進と介護
予防のための健康づくり活
動に積極的な取組みを行っ
ている老人クラブの魅力を
広く周知するなど、周知内容
の充実を図り老人クラブ会
員の増強に努める。

B

多様化している高齢者の団体活動のニーズに対し個別
に助成を行うよりも地域の自主組織である「単位老人クラ
ブ」を助成することで効率的に支援できる。
また、特定財源として東京都の「老人クラブ助成費」を活
用している。

会員数は減少傾向にあるが、区が支援を行うことにより、
多様な社会参加の促進、高齢者の力を地域で活かす環
境づくりを行う団体として、練馬区老人クラブ連合会や、
各単位老人クラブの活発な運営につながっている。

目標

老人福祉法第１３条第２項において、『地方公共団体は、
老人の福祉を増進することを目的とする事業の振興を図
るとともに、老人クラブその他当該事業を行う者に対し
て、適当な援助をするように努めなければならない』と位
置づけられている。老人クラブは、高齢者の生きがい、健
康づくりや社会参加を身近な地域で促進する団体として
貢献しており、今後も支援する必要性は高い。

アクティブシニ
ア支援室の紹
介による就職
者数※23年度
以降は、成果
目標は、求職
者数×７％が
就職できる状
態とする

該
当

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：241　施策名：高齢者の多様な社会参加を促進する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度
今年度以降の改革・

改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

1 A
高齢者就業・
社会参加支援
事務

高齢者の生きが
いの充実や自立
を支援するため、
就業意欲や体力
等に応じた多様
な社会参加の機
会を支援・提供
するため。

成
果
指
標

経
費

総経費 千円 22,021

多様な就業意欲や社会参加
活動を支援していくために、
従来から行っている臨時的
かつ短期的雇用、その他簡
易な業務に係る雇用の無料
職業紹介所である「アクティ
ブシニア支援室」を周知する
ほかに、常勤雇用の相談な
ど無料で職業紹介している
「ワークサポートねりま」、
「東京しごと財団」等ニーズ
に合わせた周知方法を更に
検討し、充実を図る。

B

高
齢
社
会
対
策
課

練馬区シルバー人材センターが行う自主事業「アクティブ
シニア支援室」へ補助金を交付している。
臨時的かつ短期的雇用、その他簡易な業務に係る雇用
についてのノウ･ハウが蓄積されている団体が行うこと
で、区が単独で実施するよりも効率良く事業を進めること
ができる。
また、特定財源として「東京都はつらつ高齢者就業機会
創出支援事業補助金」を活用している。

練馬区高齢者基礎調査報告書（平成23年3月）で調査対
象（高齢期一般）のうち、「働きたい」と思っていると回答し
た人の4割が「会社などで非常勤（パート・アルバイトな
ど）で働きたい」、ついで3割の方が「会社などで常勤で働
きたい」と望んでいる。

景気状況によって異なるが求職者に対する就職率はあ
がっており、良好に進んでいる。

22,777

上記のうち
人件費

千円 4,000 4,000

―

4,000 ―

目標 目標

A B

過去の実績数値から成果指標の見直しを行った。
23年度は、求職者数の減少および就職者数の増加によ
り、目標の７％を上回る７．８％が就職できた。

A

22,081



平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：241　施策名：高齢者の多様な社会参加を促進する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度
今年度以降の改革・

改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

％ 41.8 43.5 43.5 44.0
②

効率性

％ ― 101.2 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

人 147,362 143,496 147,000 147,000
②

効率性

％ 100.9 97.6 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

A

平成23年度の第三者評価
の意見を踏まえ、いきいき健
康券を利用していない高齢
者の理由を調査する。調査
方法としてはいきいき健康
券を利用している高齢者に
加え、利用していない高齢
者に対しても無作為でアン
ケートを実施する。

成果指標である利用率は目標値を達成できており、利用
件数も毎年度着実に増加している。また利用件数1件あ
たりの経費も減少しており、事業を効率的に実施できてい
る。さらに、平成23年8月に実施したアンケートでも利用者
の8割以上が満足と回答している。

B

高
齢
社
会
対
策
課

利用件数の増加とともに総経費が増加する中で、業務委
託により人件費等のコスト増加を抑えることで、利用件数
1件あたり経費は3,452円から3,413円に減少している。ま
た、平成20年度以降、東京都後期高齢者医療広域連合
から、長寿健康増進事業補助金の交付を受け、財源の
確保に努めている。

23年8月に実施したアンケートでは、質問に回答した人の
約5割が事業をきっかけとして外出する機会が増えたと回
答している。高齢者のいきいきとした社会参加に寄与して
おり本事業は必要性が高い。

上記のうち
人件費

千円 8,000 8,000 8,000

B
非
該
当

平成23年度の利用率の実績は43.5％であり、目標値であ
る43.0％を達成している。利用件数も毎年度増加してお
り、平成23年度は平成22年度に比べて3,222件増加して
いる。

目標 目標

A

―

197,721 206,474 207,622 ―

3 A
高齢者いきい
き健康事業事
務

高齢者の外出の
機会を増やすこ
とにより、いきい
きと社会参加で
きるように支援を
図るため。

成
果
指
標

利用率(利用
件数/65歳以
上高齢者人
口)
Ｈ23年度から
成果指標を申
込件数から利
用率に変更

経
費

総経費 千円

千円 2,000 2,000 2,000 ―

4 A
高齢者セン
ター運営事務

高齢者の健康の
増進、趣味と教
養の場を提供し、
福祉の向上を図
るため。

成
果
指
標

経
費

A

指定管理者による管理運営
を継続する。今年度は、関
高齢者センターにおいて、外
部評価機関による第三者評
価を受審する。

B

高
齢
社
会
対
策
課

高齢者センターは、高齢者の多様な社会参加を支援する
事業を実施し、安定した利用実績を維持しており、効率的
に運営されている。

団塊の世代が定年退職時期を迎え、高齢者の健康増
進、趣味と教養の場を提供する必要性はますます高まっ
ている。また、高齢者センターは介護予防拠点と位置付
けており、その果たす役割は大きいものとなっている。

利用者は前年に比べ減少したが、施設運営は利用者
サービス向上を目的とした事業展開が図られている。ま
た、情報発信や介護予防のための筋力向上トレーニング
実施など、新たな事業が展開されている。

A C
非
該
当

延べ利用者数は平成17年度以降増加の傾向にあり、平
成22年度は達成率が１００％を超え、平成23年度は、東
日本大震災の影響で上半期の利用者数が減少したが、
９７．６％達成することができた。

利用者数

目標 目標

総経費 千円 115,013 121,428 126,209 ―

上記のうち
人件費



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

件 1,872 1,910 2,000 2,000
②

効率性

％ 85.1 86.8 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

B

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

％ 51.7 53.3 60.0 60.0
②

効率性

％ 103.4 106.5 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

24年度 26年度

事
業
区
分

上記のうち
人件費

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：242　施策名：特定高齢者等を支援する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

A

今後の高齢化社会を踏ま
え、窓口である高齢者相談
センターをはじめ民生委員
等地域の関係者と連携し、
積極的に地域を訪問するな
どして自立支援事業対象者
の把握を図り、適切な給付
を行う。また、新たに町会の
回覧を利用するなど事業の
PRに努める。

B

高
齢
社
会
対
策
課
・
介
護
保
険
課

利用者に自立支援に必要な用具等を必要時に給付する
ことにより、結果として介護費用の軽減につながり効率化
が図れている。また、特定財源として東京都の補助金を
活用した。

高齢者人口の増加や生活状況を勘案し、自立支援に必
要な用具等を給付し、現在の生活維持を保つ事ができる
ので必要性は高い。

高齢者人口増加もあり住宅改修給付、ホームヘルプサー
ビスおよび自立支援用具の給付件数は、昨年に比べ増
加しているものの目標値を下回ったが、これら事業は主
として介護保険の認定に至らない方への保険外の生活
支援サービスとして、在宅での自立生活を支えることにつ
ながった。

目標 目標

A B
非
該
当―

16,000 ―

千円 105,301 133,157 113,773

千円 14,400 16,000

自立支援用具給付件数は、目標値には至らなかったが
増加した。

2 A

介護予防事業
（特定高齢者
把握）【介護保
険会計】

介護保険法に基
づく、特定高齢者
（二次予防事業
対象者）を把握
し、支援するた
め。

成
果
指
標

生活機能評価の
受診率（受診者
数／対象者数）
24年度からは把
握方法の変更の
ため実施率に変
更

経
費

総経費

経
費

総経費

上記のうち
人件費

1 A
高齢者生活支
援事務（自立
支援）

高齢者が、健康
で自立した生活
を送ることができ
るよう支援するた
め。

成
果
指
標

練馬区高齢者
保健福祉計
画・介護保険
事業計画目標
値に対する自
立支援用具給
付件数

対象者に対する生活機能評価健康診査受診率は、目標
値を上回っている。

A

24年度から変更する二次予
防事業対象者把握事業の
実施状況を分析し、より効率
的な対象者の把握体制を検
討する。

B

高
齢
社
会
対
策
課

特定健診や後期高齢者健康診査等と同時に実施するこ
とにより、受診案内や受診券の送付事務等の効率が図ら
れている。

目標 目標

A C
非
該
当

千円 348,667 338,428 52,236 ―
二次予防事業対象者の把握については、介護保険法の
法定業務である。

千円 800 800 4,800 ―
受診率は国が目標とする数値に達しており、事業はおお
むね良好に進んでいる。



24年度 26年度

事
業
区
分

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：242　施策名：特定高齢者等を支援する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 C

人 529 538 960 960
②

効率性

％ 86.4 69.4 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

B

介護予防事業評価委員会において、事業参加者は心身
ともに改善する効果が認められている。また、平成23年
度練馬区高齢者基礎調査では、介護予防事業参加者は
意識して介護予防に取り組んでいる割合が高く、成果は
上がっている。

長期計画に基づき目標値を利用定員としたが、参加者数
は前年並みだったため。

参加人数
（目標値は計画定
員の８０％）
23年度からは長期
計画における指標
「特定高齢者介護
予防事業参加者
数」に変更する。

総経費

A

プログラムの内容に関して、
①転倒予防の教室をより
ニーズの高いひざ痛・腰痛
対策の教室に変更し、②運
動器の機能向上・栄養改
善・口腔機能の向上など複
数の問題を抱える方のため
の複合型の教室に新たに取
り組む。実施場所についても
見直し、より利便性の良い
会場で実施するとともに、日
常生活圏域にサービスの実
施がない地域にも教室を開
催できるようを地域バランス
を検討する。訪問型介護予
防事業は平成23年度で終
了。

B

高
齢
社
会
対
策
課

前年度より総経費の縮減に努め、参加者一人あたりの経
費を圧縮した。

目標 目標

A B
非
該
当千円 75,176 74,321 82,727

地域支援事業のため、区の責任において実施する必要
がある。高齢化率の上昇、要支援・要介護認定者の増加
に伴い、要介護状態への移行を予防する取り組みが急
務となっている。

―

24,000 24,000 ―

3 A

介護予防事業
事務（特定高
齢者事業）【介
護保険会計】

特定高齢者(二
次予防事業対象
者）を対象に、運
動器の機能向
上・栄養改善・口
腔機能向上の支
援、また、心身等
の状況により保
健師等の訪問に
よる支援を行い、
介護予防を図る
ため。

成
果
指
標

経
費

上記のうち
人件費

千円 24,000



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

％ 83.1 83.1 84.0 84.0
②

効率性

％ 98.9 98.9 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

施設 15 28 24 30
②

効率性

％ 375.0 140.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

人 25,147 26,457
②

効率性

％ ― ― ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：243　施策名：要支援・要介護高齢者を支援する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

B

①　パンフレット、ホーム
ページ等の制度周知の改善
②　電算システム等による
事務の効率化
③　要介護認定の迅速化
④　効果的な事業者指導の
実施

B

介
護
保
険
課

第1号被保険者数1人あたりのコストは低くなっており、効
率性が進んでいる。

高齢者人口の増加や介護を必要としている高齢者の増
加により、介護保険の必要性は高まっている。

介護保険利用者数、サービス提供事業者数は増加して
おり、成果、効率性、必要性の面から保険者としての役
割を果たしている。

目標 目標

A B
非
該
当

―

534,400 ―

千円 967,772 972,673 1,045,541

上記のうち
人件費

千円 493,440 509,440

介護サービスを利用した方の割合は横ばいであるが、練
馬区の高齢者人口の増加、人口に占める第1号被保険
者の割合が高くなっている中で、水準は維持しており成
果はあがっている。

2 A

高齢者福祉事
業事務（施設
介護サポー
ター）

地域で高齢者を
支えることを目標
とし、地域住民の
社会参加および
介護施設の活性
化を促進するた
め。

成
果
指
標

サポーターの受入
施設数※平成23
年度からは、事業
の広がりを計測す
るため、指標を、単
年度の受入施設
数ではなく、基準
日時点での全受入
施設数とする。

経
費

総経費

経
費

総経費

サポーター養成者数、サポーター受入事業者数ともに増
加することができた。

上記のうち
人件費

1 A
介護保険事務
（保険制度運
営）

介護保険事業を
円滑に実施す
る。

成
果
指
標

要支援・要介護
認定を受けた人
のうち介護サー
ビスを利用した
人の比率（年度
平均）※４月から
２月の１１か月
分

B

サポーター養成研修受講者
が受入施設での活動を行っ
ていく上で必要な支援の充
実を図る。（フォローアップ研
修、コーディネーターによる
相談）

B

介
護
保
険
課

受け入れ施設1施設にかかる経費（コスト指標）を昨年度
の半分以下に抑えることができた。

目標 目標

A B
非
該
当

千円 3,862 3,320 4,303 ―

介護施設では、資格をもった介護職員以外でもできる雑
務が多くあるが、人手不足である。これらの作業を担うサ
ポーターの必要性は高い。また、サポーターを希望する
区民も多く、受入事業所も増えていることから、事業の必
要性は高いと考える。

千円 640 640 640 ―
事業実績、経費面から本事業は良好に進んでいると考え
る。

要介護の高齢者へのサービスとして、成果は着実に上
がっており、効率性や必要性も高く、総合的に見て、事業
は良好に進んでいる。

利用者は全体として着実に伸び、事業の成果は上がって
いる。

各種サービスの利
用者数※目標値を
決めて利用者の増
加を図ることは、事
業の性格上なじま
ないため、22年度
以降の目標値は
未記入とする。

総経費

A

各種事業の周知について、
相談の窓口での適切な案内
が更になされるように介護
保険の事業所への働きかけ
を継続して行っていく。

B

福
祉
事
務
所

2の布団乾燥事業などは、まとめて行うことによって1件あ
たりの経費は格段に安くなっている。また、1から4までの
事業はすべて、電話による申込みを受付けており、寝た
きりの高齢者を抱えた家庭の負担を軽くしており、効率的
な事業執行と言える。

目標 目標

A B
非
該
当

千円 88,142 91,305 95,130
外出困難な要介護の高齢者にとって、自宅まで来てくれ
るサービスの必要性は高い。

―

3 A

高齢者生活支
援事務（要介
護者への生活
支援）

外出困難な高齢
者の生活上の利
便を図ることによ
り、高齢者の福
祉の向上を図る

成
果
指
標

経
費

上記のうち
人件費

千円 23,040 23,040 23,040 ―



平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：243　施策名：要支援・要介護高齢者を支援する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

件 69 61 72 72
②

効率性

％ 95.8 84.7 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

B

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

％ 58.9 69.0 70.0 70.0
②

効率性

％ 103.4 117.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

人 19 61 1,280 1,300
②

効率性

％ 100.0 115.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

4 A

介護予防事業
（認知症専門
相談）【介護保
険会計】

相談から支援を
担う高齢者相談
センターで専門
医による認知症
の相談を実施す
ることにより、認
知症の早期発
見、早期治療や
適切な対応を図
るため。

成
果
指
標

認知症専門医
による相談の
相談件数

経
費

総経費

上記のうち
人件費

目標 目標

A A
非
該
当

千円 2,103 2,103 2,103

千円 1,440 1,440 1,440 ―

―

高
齢
社
会
対
策
課

限られた本所（区）の職員だけでなく、各支所職員による
受け付け体制も並立していることで、より多くの相談を受
けることができる。本所と支所で連携して、地域の高齢者
の支援に当たることができる。

法により市区町村等に設置が義務とされたものであり、
区民の生活圏域における身近な相談窓口として、地域包
括支援センター本所・支所が果たす役割は、大きい。

地域包括支援センターの本所と支所の相談受付件数を
見るかぎり、支所への相談件数が増加しており、地域に
おける支所の認知度も上がってきている。また、高齢者
虐待や権利擁護などに関する困難事例などは、本所と支
所が連携して相談や支援にあたる場合も増えており、一
体となってその役割を果たしつつある。

B

ひとり暮らし高齢者や高齢
者のみの世帯は今後もさら
に増加していくことが予測さ
れ、見守り事業はより一層
重要なものとなる。本所・支
所体制の充実とともに第5期
介護保険計画高齢者保健
福祉計画に基づき平成26年
度までに3か所の支所を増
設する。

―

―

目標

B

相談後の経過についても適
切に把握し、相談から支援
まで一体となった対応の充
実を図る。

B

高
齢
社
会
対
策
課

専門医による相談を行うことにより、医療機関への受診
や介護保険の申請・サービス導入等、適切な方針をたて
ることができた。

認知症の早期発見・早期対応を促進するためには、相談
から支援まで一体的に行う機能が必要であり、現時点で
は、区が担う必要性が高い。

本人や家族のみならず、関係機関への助言も行われて
おり、相談から対応まで一体となった支援が行われてい
る。

対応が難しい事例に関しては相談に長時間を要すること
が多く、相談枠を減らして対処した。

5 AB

地域包括支援
センター維持
運営事務【介
護保険会計】

高齢者が可能な
限り、地域におい
て自立した日常
生活を営むこと
ができるよう支援
し、地域住民の
心身の健康の保
持および生活の
安定のために必
要な援助を行うこ
とにより、その保
健医療の向上お
よび福祉の増進
を包括的に支援
するため。

成
果
指
標

A B
非
該
当

地域包括支援センター支所での相談受付件数は、確実
に増加してきており、区民の生活圏域ごとの相談受付体
制が理解されつつある。

経
費

総経費 千円 587,246 601,860 677,342

上記のうち
人件費

千円 176,000 176,000 176,000

総相談件数に
おける支所で
の相談件数の
割合

目標

①区民、介護保険事業関係
者等へ介護家族支援の重
要性について広く啓発を行
う。
②養成した介護家族パート
ナーのスキルアップのため
の支援を行う。
③介護家族の会に参加でき
ない家族のために電話相談
事業を実施する。

Ａ
該
当

―

千円 8,800 16,000

目標を上回る介護家族パートナーが養成でき、平成２２
年度末現在の介護家族パートナー登録者数１９名に、新
たに４２名を加えた６１名が登録された。

B

B

高
齢
社
会
対
策
課

介護家族パートナーを養成することで、介護家族の会の
定期的開催等、介護家族支援の充実が図れている。

介護家族の会を継続していくためには、介護中の家族だ
けでは負担が大きい。そのため、会の運営等に協力する
介護家族パートナーによる支援が必要である。

目標とする介護家族パートナーが確保でき、介護家族の
会の運営が継続できた。
介護家族パートナー登録者数は目標に達したため、介護
家族パートナー養成講座は終了する。

6 A

地域支援任意
事業事務（要
介護者家族へ
の支援）【介護
保険会計】

居宅において高
齢者等を介護し
ている家族等に
対して、様々な
サービスを提供
することにより、
家族等の身体
的、精神的、経
済的負担の軽減
を図るため。

成
果
指
標

上記のうち
人件費

経
費

総経費

16,000 ―

介護家族パート
ナー登録者累計数
（平成24年度より、
介護家族支援講
演会・家族介護者
教室参加者数に変
更。）

目標 目標

14,409 21,355 21,253千円

A B



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

入所率 23 40 40 40
②

効率性

％ 58.0 100.0 ― ― B

③
必要性

A

④総合
評価

B

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

件 8 11 9 53
②

効率性

％ 66.7 91.7 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

B

B

入所希望者の増に対し、受け入れ施設の数が限られて
いるため、入所待機者の解消には限界がある。

千円 361,369 386,193 369,640 ―
虐待、立ち退き、虚弱化等、それぞれの個々の理由によ
り、在宅で生活できない者への生活の場の提供となって
おり、必要性は高い。

高齢者の所得格差が拡大している中、今後、所得が低く
在宅困難な高齢者数の増加も相当数見込まれる。養護
老人ホームは被虐待者等の受け皿の一つとして期待さ
れつつも、受け入れ施設の確保が難しい現状にある。

A

高齢化が進む中、単身高齢者が増加し、それに伴い被
措置者も増加傾向にある。前年度の待機者については、
年度目標を達成した。

B

精神上、環境上および経済
的理由により、居宅での生
活が困難な高齢者が一定数
いると予想される。前年度に
引き続き、養護老人ホーム
との情報共有化や状況等把
握をした上で連携を図り、軽
度の要介護者も含めた養護
に欠ける高齢者を養護老人
ホームへ入所措置していく。

A
非
該
当

278,169

8,000

目標 目標

経
費

総経費 千円 543,866

上記のうち
人件費

千円 8,000

A B

1,497,325 ―

8,000 ―

年度ごとでは100％達成とならないが、26年度までの長期
計画の整備としては事業者協議を含めて順調に進んで
いる。

A

区内の用地情報を収集する
とともに、練馬区介護サービ
ス事業者連絡協議会等に対
して補助制度の周知を積極
的に行っていく。また、相談
事業者に丁寧な説明を行う
ことにより補助制度を活用し
た早期の施設整備を目指
す。

B

各施設の運営等を含め内容を熟知している社会福祉法
人、医療法人財団等が区の補助を活用し、一定期間内で
施設整備を進めることが可能であり、区が直接整備を行
うより効率性が高い。

平成２３年度までの整備状況を、長期計画の整備計画数
から捉えると実績数として不十分な面があるが、２４年度
～２６年度までの後期実施計画による整備目標数の早期
実現に向け、事業者との協議を慎重かつ迅速に進めて
いる。

区内の65歳以上の人口は約14万人（平成24年4月1日現
在）であり全体の約２０％、うち要介護認定率は17.8％と
なっている。要支援・要介護になっても安心して暮らせる
多様な施設整備を促進する本事業の必要性は高い。

―

高
齢
社
会
対
策
課

2 AB
高齢者福祉施
設等助成事務

社会福祉法人な
どが高齢者福祉
施設を整備する
場合、建設費の
一部を助成する
ことにより、その
設置促進を図
る。

成
果
指
標

新規助成施設
件数（平成26
年度目標数は
24年度～26年
度の整備目標
数）

総
合
福
祉
事
務
所

非
該
当

目標 目標

経
費

総経費

上記のうち
人件費

千円 9,600 9,600 9,600

1 A
高齢者施設措
置事務

身体上、環境上
および経済的理
由により、居宅で
の生活が困難な
高齢者に対し、
必要な養護(施設
入所等)を受けさ
せ、その福祉の
増進を図るため

成
果
指
標

入所率(前年度末
待機者のうち翌年
度中に入所措置さ
れた割合)※以前
の成果指標は入
所待機者数によ
り、達成率を比較
していたが、入所
率に変更した。

24年度 26年度

事
業
区
分

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：244　施策名：高齢者の生活基盤づくりを支援する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

実
施
体
制

協
働
事
業

評価



24年度 26年度

事
業
区
分

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：244　施策名：高齢者の生活基盤づくりを支援する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

％ 86.2 89.3 85.0 85.0
②

効率性

％ 101.4 105.1 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

多様化する住民ニーズに、より効果的、効率的に対応す
るため、公の施設の管理に民間の能力を活用しつつ、住
民サービスの向上を図る区立デイサービスセンターが必
要である。

上記のうち
人件費

千円 1,600 1,600 1,600

C
非
該
当

現在の指定管理者は、指定管理者制を導入する前の委
託法人と同一であり、指定管理者制の導入時に混乱はな
く、適切に運営されている。

B

高
齢
社
会
対
策
課

利用料金制による運営を行っており、区が運営費を補助
することなく、自立した施設経営が行われている。

経
費

総経費 千円 75,865 79,063 77,187 ―

目標 目標

A

―

B

利用者からの要望を受け、
計画的に修繕に取組む。平
成24年度は、土支田デイ
サービスセンターにおいて、
厨房機器更新およびトイレ
増設工事を実施する。

通所介護や介護予防などの事業において日々成果を挙
げるとともに、家族者向けの懇談会の開催などさまざまな
取り組みを行っており、利用者や家族からのアンケートは
概ね良好な結果を得ている。

区立デイサー
ビスセンター
の稼働率

3 A
デイサービス
センター維持
運営事務

介護保険法に定
める介護サービ
スを提供すること
により、介護を必
要とする高齢者
等の福祉の増進
を図るため。

成
果
指
標



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

人 22,699 24,183 25,000 26,576
②

効率性

％ 94.6 100.8 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

本 ― 27,631 ― ―
②

効率性

％ ― 114.3 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：245　施策名：地域で高齢者を支える】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

目標値の24,000人を超過し、達成率は100.8％となった。

A

引き続き、ひとりぐらし高齢
者等実態および高齢者のみ
の世帯の実態把握に努め
る。また、本調査の情報提
供同意者を含む「災害時要
援護者名簿」において、関係
部署との連携により安否確
認システムの構築を進めて
いく。

B

福
祉
部
経
営
課

地域を熟知した民生・児童委員に調査を依頼することで、
効率良く実施している。

地域における見守り体制を構築するために、本事業は必
要である。

災害時要援護者名簿登録制度と関連付けて実施し、地
域における見守り体制の構築を進めていく。

目標 目標

A B
該
当

―

4,000 ―

総経費 千円 4,785 5,183 5,608

上記のうち
人件費

千円 4,000 4,000

－
単年度事業であり完了のた
め対象外

F

高
齢
社
会
対
策
課

シール貼りやキット封入作業を区内の福祉作業所に依頼
したなどにより、１本あたり３２５円で作成でき、また、東京
都の補助を活用したことなど、事業執行の効率性は高
い。

目標 目標

A B
非
該
当

千円 ― 9,756 ―

ひとり暮らし高齢者などは、救急および緊急時に緊急連
絡先等を救急隊員に知らせることが困難な場合が多い。
区が統一した救急情報キットを事前に用意し、消防署等
関係機関にも周知することで、迅速な支援を受けることが
可能であり、必要性は高い。

上記のうち
人件費

千円 ― 4,000 ― ―

受け取った区民の多くが、不安感が軽減され、町会や自
治会からも支持を得ている。福祉作業所での封入作業や
民生委員などにも配付の事業協力を得たことにより、費
用を抑え効率的に事業を執行した。また、効果があったと
いう活用事例も練馬消防署から報告があり、良好に進ん
でいると判断した。

配付数が対象者総数を超え、受け取った区民の多くが安
心して暮らせる一助となったため。

救急情報キッ
ト配付数

総経費

1 A

災害時要援護
者対策事務
（ひとりぐらし高
齢者調査）

地域における見
守りと福祉サー
ビスの案内に活
用するため。

成
果
指
標

ひとりぐらし高
齢者等実態把
握人数（累計）

―
2 AC

災害時要援護
者対策事務
（救急情報キッ
ト）

ひとり暮らし高齢
者などに対し、救
急および緊急時
に迅速な支援が
行えるよう救急
情報キットを配付
することで、安心
して暮らせるよう
支援するため。

成
果
指
標

経
費

経
費



平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：245　施策名：地域で高齢者を支える】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 C

％ ― 35.8 50.0 50.0
②

効率性

％ ― 71.6 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

B

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 C

人 349 348 500 500
②

効率性

％ 81.0 69.9 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

B

－

利用率を高めるため事業対
象者である在宅療養者等に
事業PRを行うとともに、利用
が円滑に行われるよう指定
医療機関への医療情報の
伝達方法等を関係者で協議
する。

B

高
齢
社
会
対
策
課

目標を達成できなかったことによる効率の悪さはあるが、
一般に受入れが困難な対象者の事業に対し、委託化に
より総体費用を抑えつつ、かつ費用のほとんどを東京都
の補助金の活用により賄うことができた。

目標 目標

A B
非
該
当

千円 ― 13,620 13,590

既存の制度である緊急ショートステイにおいては、医療行
為の必要な方は対象外であり、これまで入院が可能な病
院等を探す必要があったので、医療行為の必要な方を緊
急時に保護できる場は必要性が高い。

上記のうち
人件費

千円 ― 2,640 2,640 ―
目標は、達成できなかったが、事業導入前と比較して在
宅高齢者の緊急時の保護態勢が充実し、在宅生活を継
続するための安心につながっている。

事業開始に当たり十分なPRができず目標は達成できな
かったが、これまで福祉施設では受入れができなかった
医療行為の必要な対象者を保護することができた。

年間２ベッドの
稼働率

総経費

経
費

―

3 AC
高齢者等緊急
医療ショートス
テイ事業事務

在宅高齢者等が
緊急の医療行為
が必要な場合
に、認知症等の
理由により医療
機関の受入れが
困難なときに備
え、受入れ先を
確保することによ
り在宅高齢者等
の療養を充実し、
もって在宅の高
齢者等の生活の
維持安定を図る
ため。

成
果
指
標

経
費

総経費 千円 21,953 20,883 23,575 ―
4 A

高齢者生活支
援事務（緊急
時の環境整
備）

ひとりぐらし高齢
者等が、家庭内
で病気の急変あ
るいは火災など
の緊急事態に
陥った際、必要な
住環境設備を整
えることにより、
発信・発報によっ
て事態を把握し、
高齢者の迅速な
救命活動や消火
活動につなげる
ため。

成
果
指
標

上記のうち
人件費

千円 8,000 8,000 8,000 ―

練馬区高齢者
保健福祉計
画・介護保険
計画の目標値
に対する緊急
通報システム
事業の利用者
数

目標 目標

A Ａ

高
齢
社
会
対
策
課

民間緊急通報システムは、委託料に日常的な機器のメン
テナンスも含まれており、定期的に保守点検を行う必要
がなく効率的である。また、特定財源として東京都の補助
金を活用している。

ひとりぐらし高齢者等の増加に伴い、慢性疾患などを抱
え病状の急変から常時見守る必要のある高齢者が増加
することから、今後とも必要性は高い。

利用対象者へのＰＲ不足もあり、緊急通報システム利用
者の拡大に至っていないが、現在利用を進めている民間
緊急通報システムは、消防庁型緊急通報システムと比較
して協力員を必要とせず、また必要に応じて健康相談も
行うなど、日常的に利用しやすい環境が整えられており、
スムーズなサービス提供につながっている

B

①緊急通報システムについ
ては、消防庁型と民間型が
並存しているが、消防庁型
については、今後、受信体
制の変更に伴う新型機器へ
の変更が必要となっており、
3年間の移行期間中に変更
を行う。また、機器の変更時
や協力員の変更等の際に民
間型への移行を進める。②
利用条件の拡大と各高齢者
相談センター支所で行われ
るミニ地域ケア会議や町会・
自治会でのPR活動を行い緊
急通報システムへの利用者
拡大を図る。

B
非
該
当

民間緊急通報システムの新規利用は増加しているが、区
外転出や施設入所のため廃止も多く目標を達成できな
かった。



平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：245　施策名：地域で高齢者を支える】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

回 118 138 132 150
②

効率性

％ 89.4 104.5 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 C

人 473 637 1,000 1,000
②

効率性

％ 56.8 63.7 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

B

経
費

総経費 千円 41,469 40,929 35,668 ―
6 A

地域支え合い
ネットワーク事
務（見守り）

社会的交流の乏
しいひとりぐらし
高齢者等に対し
て電話や訪問に
より定期的な安
否確認を行い、
孤独感及び不安
感の緩和を図り、
もってひとりぐら
し高齢者などが
安心して生活で
きる環境を整備
するため。

成
果
指
標

上記のうち
人件費

千円 16,000 16,000 11,200 ―

第5期練馬区高齢
者保健福祉計画・
介護保険計画の
目標値（最終年度
26年度）に対する
見守り訪問事業の
利用者数〔事業利
用者累計数とす
る。〕

目標 目標

A

連携推進のための地域ごとの会合は、目標としていた回
数以上に開催し関係機関との連携を深めることができ
た。

B

充実しつつある支所ごとの
ネットワークを基礎とし、ライ
フライン事業者等との連携を
強めながら、広域（本所）、
区全体のネットワークの形
成をはかる。

Ａ

高
齢
社
会
対
策
課

地域の協力機関から、見守りの必要な高齢者の情報が
高齢者相談センター支所に集まっている。支所を中心と
した小地域ごとに身近な人々とのネットワークを構築する
ことにより、高齢者の見守り事業がきめ細かく効率的に
遂行できている。また、本事業には都補助金を利用して
おり区財政の効率的活用に寄与している。

ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯の増加に伴い、
見守り支援がより一層必要である。高齢者が地域で生活
を続けるには、協力機関は重要な資源となるため高齢者
相談センター支所を中心とした見守りネットワークの充実
はますます必要度を増している。

評価項目についての成果目標に達しており事業は良好
に進んでいる。

Ａ

高
齢
社
会
対
策
課

地域での支え合いを基本理念に見守り訪問員は、地域
住民を無料ボランティアとして活用しており効率性は高
い。また、本事業には都補助金を利用しており区財政の
効率的活用に寄与している。

ひとりぐらし高齢者や高齢者世帯の増加に伴い、見守り
支援は一層必要である。

目標値の60%強であり見守りを必要と考えられる高齢者
が多く存在する中、事業ＰＲの不足や本人希望とのミス
マッチ等、本事業に結びつけられない状況があったが、
利用者に対しては、安心した暮らしの提供など一定の効
果を挙げている。

B

区民の関心の高い孤独死問
題への対応策のひとつとし
て有効な方法のひとつであ
ると考えられるため、事業の
周知とともに利用者・訪問員
の拡大を図る。

B
該
当

平成２０年に本事業が始まり,未だ事業の周知度が低いこ
ともあり、目標値を達成できなかった。

5 A

地域支え合い
ネットワーク事
務（ネットワー
ク）

高齢者相談セン
ター(地域包括支
援センター支所)
を拠点として、民
生・児童委員、町
会・自治会、老人
クラブなど地域の
団体や地域で活
動する人が連携
し、ひとり暮らし
高齢者等で援助
を必要とするもの
を、地域全体で
見守る体制を整
えるため

成
果
指
標

A C
該
当

ネットワーク構
築のための会
議開催数(支
所数)×６回

目標 目標

経
費

総経費 千円 25,120 25,120 25,120 ―

上記のうち
人件費

千円 4,000 4,000 4,000 ―



平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：245　施策名：地域で高齢者を支える】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

件数 10 10 10 10
②

効率性

％ 71.4 100.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

人 6,223 7,955 8,500 10,000
②

効率性

％ 122.0 124.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

経
費

総経費 千円 21,277 17,028 16,873 ―

8 A

地域支援任意
事業（認知症
への理解普及
促進）【介護保
険会計】

地域において認
知症への理解を
深め、認知症の
人や家族が安心
して暮らし続ける
ことのできる地域
づくりを推進する
ため。

成
果
指
標

上記のうち
人件費

千円 20,000 16,000 16,000 ―

認知症サポー
ター養成講座
受講者数（累
計）

目標 目標

B

高
齢
社
会
対
策
課

認知症サポーター養成に係る経費を抑えつつ、昨年度以
上の参加者を増やすことができた。

認知症の人やその家族が安心して暮らし続けられるまち
づくりを推進するためには、認知症を理解し、認知症の人
やその家族を温かく見守る応援者である認知症サポー
ターの育成が必要である。

高齢者が利用する商店等の参加が拡大したことにより、
認知症サポーター数は着実に増加している。

B

①認知症サポーターを対象
としたフォローアップ講座を
実施する。
②認知症サポーターがいる
お店に、「認知症サポーター
がいます」ステッカーを配付
する。
③小中学生および保護者を
対象とした認知症サポー
ター養成講座の実施を検討
する。

A
該
当

平成23年度には1,732人の認知症サポーターを達成し、
目標値を超える認知症サポーターを育成した。

A

経
費

総経費 千円 14,461 15,590 11,130 ―

7 A

介護予防事業
（認知症予防）
【介護保険会
計】

認知症予防への
関心を高め、区
民が主体的に取
り組むことにより
認知症予防に向
けた地域づくりを
推進するため。

成
果
指
標

上記のうち
人件費

千円 12,000 12,000 8,000 ―

認知症プログ
ラム修了者に
よる自主化し
たグループ数

目標 目標

A B

高
齢
社
会
対
策
課

平成22年度までの対象者は40歳以上区民としていたが、
事業の対象者を概ね６５歳以上の区民に変更したため対
象者一人当たり経費は増えているが、事業の内容や委
託先を見直し、より効率的なプログラムに変更しているた
め効率性が高いとした。

区民の認知症を予防するための教室への参加意向は、
他の介護予防事業と比較して、運動を行う教室へのニー
ズに次いで高い（平成23年度練馬区高齢者基礎調査で
34.８％）。このため認知機能低下の予防に関する区民
ニーズは高く事業の必要性がある。

単にプログラムを終了するのみでなく、プログラム終了
後、参加者全員が自主グループとして活動を継続し主体
的な取り組みにつながっている。また、家族、知人等にグ
ループへの参加を勧め、予防の活動を周囲に拡げられて
いる。

A

今年度は、あらたに「生きが
い型プログラム」として、コ
ミュニケーション・企画・戦術
など、認知機能の維持・向上
を意識したパソコン（インター
ネット）・麻雀の実践。
プログラム終了後は自主活
動グループとして活動を継
続。
自主活動後も無理なく続け
られる制約の少ない実践方
法をプログラムのなかで提
供。

B
該
当

認知機能の低下を予防するために必要な生活習慣を維
持するには、自主的なグループ活動が大切で、事業修了
者の自主グループの立ち上げは100％に達成しており成
果は上がっている。



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

点 2.47 2.49 3 3
②

効率性

％ 82.3 83.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

B

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

人 50,393 57,544 58,000 59,000
②

効率性

％ 214.4 112.8 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

B

障
害
者
施
策
推
進
課

相談件数が前年度に比べ約14％増加する中で、前年度
と同程度の経費で対応したため。

各相談員によ
る自己評価（３
段階）の点数
(達成率８０％
以上を目指
す）

―
相談件数および生活支援プログラムへの参加数が毎年
伸びているため。

上記のうち
人件費

千円 1,600 1,600 1,600 ―

平成22年5月に開設した大泉障害者地域生活支援セン
ターの事業周知が進み、障害者やその家族に広まった
ほか、生活支援プログラムの実施回数の増や新規事業
に取り組んだことにより、相談件数およびプログラム参加
数が順調に伸びた。また、各センターにおいても、様々な
障害を持った方の相談に応じたり、利用者の要望等に応
じて特色あるプログラムを実施するなど、良好に進んでい
ると判断できる。

「取組および実績」「成果指標」において、目標数値を上
回る利用実績だったため。

目標

千円 800 800

経
費

総経費

経
費

総経費

上記のうち
人件費

各種相談への
対応と生活支
援プログラム
への参加数

千円 152,809 155,0752 A
障害者地域生
活支援セン
ター運営事務

障害者や家族な
どからの相談に
応じ、地域生活
におけるニーズと
これに必要な
サービスや支援
を組み合わせ、
生活が充実する
相談支援体制の
構築を図り、障害
者の地域での生
活を支える。

成
果
指
標

1 A
身体障害者・
知的障害者相
談員事務

障害者の相談に
応じ、福祉の向
上を図るため。

成
果
指
標

800 ―

―

非
該
当

平成25年度の「基幹相談支
援センター」の設置に向けて
事業計画の策定を進めるた
め、支援内容等の詳細につ
いて、自立支援協議会等で
検討する。
また、地域での相談支援体
制の整備を進めるため、定
期的な研修の実施等、地域
の相談支援員の人材育成に
取り組むほか、地域の相談
機関との連携強化、ネット
ワーク構築を図っていく。

A C178,889 B

目標

B

障
害
者
施
策
推
進
課

22年度と比較し、大幅に相談件数は増加したが、前年度
と同程度の経費で対応した。

障害者計画において障害者相談員は身近な相談窓口と
して設定している。身近な地域で障害当事者やその家族
から相談を受ける仕組みは重要であるため。

総合福祉事務所や障害者地域生活支援センターと情報
共有を図りながら、また相談員相互の連携も進めるなか
で相談支援に取り組んでいる。これにより相談件数の大
幅な伸びが見られるなど、事業は順調に進んではいる
が、障害者の地域生活の充実のため更なる相談支援の
充実に努める必要がある。

研修会等の実施や日常の
業務の中で、総合福祉事務
所や障害者地域生活支援セ
ンターとの連携・情報共有等
を推進し、相談支援の質の
向上を目指す。

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

目標 目標

A C

総合福祉事務所、障害者施策推進課の実施する研修会
および障害者地域生活支援センターとの情報共有等によ
り、相談支援に必要な技術の習得などが進んだため。

B千円 2,077 2,081 2,227

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

非
該
当

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：251　施策名：総合相談体制を構築する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度
今年度以降の改革・

改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

件数 3,502 4,782 4,500
②

効率性

％ 129.7 132.8 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

件数 3,819 4,085 4,100
②

効率性

％ 103.2 102.1 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

件数 586 724 700
②

効率性

％ 83.7 103.4 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

該
当

障害者自立支援法に基づく事業の対象になりにくい方の日常の
生活を容易にしたり、介護者の負担軽減を図った。

B

障
害
者
施
策
推
進
課
,

総
合
福
祉
事
務

所

各部署と連携して職員が訪問等を行うなどにより、利用者に必要
なサービスの支給決定を行っている。

経
費

総経費 千円 220,743 206,490 223,251 ―

目標 目標

A

―

C

障害者自立支援法等の改
正動向を踏まえ、区独自事
業についての内容を検討
し、適切なサービスの提供
に努める。

より多くの障害者の日常生活を容易にしたり、介護者の負担軽減
を図ることができている。

月平均利用決
定者数

障害福祉サービス（国制度）の対象になりにくい方の地域生活を
支援するための事業である。

上記のうち
人件費

3 A

障害者福祉事
業施行事務
（居宅系サービ
ス）

在宅心身障害者
（児）の日常の生
活を容易にした
り、介護者の負
担を軽減するた
め

成
果
指
標

16,000

B

千円 16,000 16,000

A

障害者自立支援法等の改
正動向を踏まえ、制度を正し
く理解し、区民にわかりやす
い情報提供を行う。

B

総
合
福
祉
事
務
所

４総合福祉事務所　障害者支援係が相談窓口となり、適
切なサービスを効率的に支給決定を行った。

目標 目標

A B
該
当

千円 828,468 896,399 890,450
障害の軽減・除去・生命維持を図るための法で定められ
た事業であり、必要性は高い。

千円 16,000 16,000 16,000 ―
障害の軽減・除去のための手術等医療費・生命維持のた
め、必要に応じて医療機関とも連絡を取り合い支給決定
している。

身体障害者手帳所持者が障害の軽減・除去のための手
術等医療費の助成を受ける本事業の対象利用者は増加
傾向にあるが、適切に支給決定を行うことができている。

―

上記のうち
人件費

千円 80,000 80,000

障害福祉サービスの適切な給付により、障害者の自立と
社会参加および社会復帰を促進し、自己実現を図ってい
る。

2 A
自立支援医療
事務（更生医
療）

　身体上の障害
を手術等の治療
により、軽減又
は、除去する場
合、医療費の給
付をし、医療費の
負担軽減を図
る。

成
果
指
標

月平均利用決
定者

経
費

総経費

経
費

総経費

上記のうち
人件費

1 A

自立支援給付
事務・自立支
援負担軽減事
務

障害者（児）の自
立と社会参加お
よび社会復帰を
促進し、自己実
現を図るため

成
果
指
標

サービス受給
決定者数

A

障害者自立支援法等の改
正を踏まえ、新たに対象とな
る方を含めた効果的な周知
の方法について検討する。

B

総
合
福
祉
事
務
所

４総合福祉事務所　障害者支援係、知的障害者担当係、
保健予防課　精神保健係、保健相談所、障害者サービス
調整担当課　障害審査係、障害者給付係が横断的に関
わり合い、相談を受け、適切なサービスを支給決定してい
る。

障害者自立支援法で規定される事業であり、障害者が自
立した地域生活を送るため必要である。

障害者が自立した地域生活を送るために重要な事業で
ある。今後とも、法改正の動向を踏まえつつ、適切な支援
を提供していく。

目標 目標

A B
該
当

―

80,000 ―

千円 6,049,420 6,795,843 6,927,513

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：252　施策名：サービス提供体制を拡充する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価



平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：252　施策名：サービス提供体制を拡充する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

人 16 21 20
②

効率性

％ 80.0 105.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

件数 217 245 290 364
②

効率性

％ 96.9 96.8 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

―

経
費

目標 目標

総経費 千円 1,300 1,300 1,300

B

障
害
者
サ
ー

ビ
ス
調
整
担
当
課

障害者支援分野を専門とする大学准教授を講師として、
質の高い講座を実施することができた。

IT支援者にとって技術を習得する場は限られており、支
援を受ける側の視点や配慮すべき点を学び、障害者を支
援する上で必要度は高い。

今後ボランティアで関わりたいなどの意見がアンケートで
寄せられており、IT支援者の養成に効果が得られてい
る。

4 A
障害者福祉事
業施行事務（IT
支援者養成）

障害者を適切に
支援しうる人材を
養成するため

成
果
指
標

A B
該
当

IT支援を目指す方からの注目は高く、参加者が予定数を
上回った。参加者からは、充実した内容であった、参考に
なった、具体的に支援に活かせる等の意見があり成果が
得られた。

A

引き続き実践的な講義内容
で、より具体的な支援（要望
のあったiPadやiPhoneなど
情報端末機器を使った支援
など）を紹介し、障害者を支
援する人材を育成する。

上記のうち
人件費

千円 800 800 800 ―

IT支援者養成
講座の受講者
数

目標 目標

経
費

総経費 千円 9,355 14,246 10,800

B

障
害
者
施
策
推
進
課

相談にあたる従事職員の充実を図ることにより、整備費
補助費の予算執行を精査及び執行率の向上に努めた。
結果として、平成２３年度の成果指標は達成率が96%以
上となり、効率的に進んでいる。

住み慣れた地域での生活を推進するためには必要性の
高い事業である。

平成２６年度目標値、年次目標値からみると開設数（室
数）に遅れはあるが、平成22年度、23年度の２年ともに、
年間２８室の設置ができた。これは平成23年度末の目標
値に対して達成率96％となっており、事業としては良好に
進んでいる。

5 AB

障害者・各種
助成事務（障
害者グループ
(ケア)ホーム整
備費）

居住の場を整備
することにより、
障害のある方が
家族介護に頼る
ことなく、地域の
中で、自立した生
活を送ることがで
きるようにするた
め。

成
果
指
標

A C
非
該
当

“障害者グループ(ケア)ホーム整備費”を利用した23年度
中の開設は１件であるが、平成24年度に渡る申請が１件
あり、2件の整備費利用があった。また、区整備費申請は
無いが新たな設置等を加え、２８室の年度内開設となっ
た。

B

今後も民間事業者による開
設を促進していく。
ケアホームの設置について
民間事業者から柔軟な適用
をとの要望がある“練馬区福
祉のまちづくり推進条例”に
ついては、今後も関係部署
と調整を進めていく。

―

上記のうち
人件費

千円 800 4,800 4,800 ―

区内グループ
ホーム定員



平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：252　施策名：サービス提供体制を拡充する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

－ 検討会実施 事業計画策定

準備事業
実施、
実施設計

事業実施
②

効率性

％ 達成 達成 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

％ 87.6 87.1 90.0
②

効率性

％ 97.3 96.8 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

Ａ

障
害
者
サ
ー

ビ
ス
調
整
担
当
課

練馬区長期計画のスケジュールに沿って、目標の「練馬
区中途障害者支援事業　事業のあらまし」を策定した。

高次脳機能障害等の中途障害者支援事業は、現在、十
分に整備されているとはいえない中で、ニーズに対応し
て、事業の実施に向けての具体的な事業内容を検討し、
「練馬区中途障害者支援事業　事業のあらまし」を作成
することが必要である。

練馬区長期計画では、平成２４年度から高次脳機能障害
等の中途障害者に対する支援事業を実施することとして
いる。公募区民および学識経験者等からなる「練馬区中
途障害者支援事業のあり方検討会」より検討結果が報告
され、今後の具体的な事業計画を策定するため事業計
画策定委員会を設置し検討を行い、「練馬区中途障害者
支援事業　事業のあらまし」を策定した。

A

24年度は、施設の実施設計
および相談事業等を実施す
る。（仮称）こども発達支援セ
ンターに移転したあとのス
ペースを活用し、平成２５年
度上半期に施設の改修工事
を実施し、工事終了後中途
障害者を対象とした通所訓
練事業を開始する。

―

上記のうち
人件費

千円 4,000 4,000 8,000 ―

中途障害者支
援事業の進捗
状況

目標 目標

6 AB
中途障害者支
援事業推進事
務

高次脳機能障害
等の中途障害者
を対象とした相
談・訓練等の事
業の充実のため

成
果
指
標

A A
非
該
当

委員会3回、作業部会7回を開催し、十分な検討を行い、
目標の「練馬区中途障害者支援事業　事業のあらまし」
を作成した。

経
費

総経費 千円 4,738 4,000 13,519

Ａ

障
害
者
施
策
推
進
課

利用率90％の指標を目標に事業実施できており、効率的
な事業運営ができている。

今後も特別支援学校卒業生が増加傾向にある中、卒業
後の重度障害者の日中活動の場に対する需要は高い。
さらに民設福祉園の設置等による利用枠の拡大に努め
ていく。

重度の障害者が通所する施設として、高い利用率を維持
することは利用者の充足度・満足度が高い事業運営を実
施していると考えることができる。

A

大震災後課題となっている
利用者の安全安心といった
視点を加え、利用率(充足
度・満足度)を適切に維持し
ながら重度障害者の日中活
動の場について支援体制を
充実していく。
平成26年度に予定されてい
る民設福祉園(生活介護事
業所)については事業者が
決定した。今後は、区立福
祉園、民設福祉園との連携
も含めた支援体制を充実し
ていく。

―

上記のうち
人件費

千円 789,600 613,600 586,800 ―

利用率（出席
状況⇒出席者
／在籍者）

目標 目標

7 AB
福祉園維持運
営事務

障害者自立支援法
およびその他諸法
令の規定に基づ
き、地域等におい
て、安定した生活を
営むため、常時介
護等の必要な重度
障害者に対して、排
せつ・食事の介護、
創作活動又は生産
活動の機会等を提
供することで、自立
した社会生活を営
むことができるよう
に支援するため。

成
果
指
標

A B
非
該
当

平成22年度・23年度共に、目標値に対して実績値が96％
を超えている。

経
費

総経費 千円 1,751,916 1,759,838 1,812,372



平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：252　施策名：サービス提供体制を拡充する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 C

％ 62.8 57.6 70.0
②

効率性

％ 89.7 82.3 ― ― B

③
必要性

A

④総合
評価

B

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 C

件数 1,303 1,055 2,800
②

効率性

％ 89.2 72.3 ― ― B

③
必要性

A

④総合
評価

B

Ａ

障
害
者
サ
ー

ビ
ス
調
整
担
当
課

相談件数が増加する中で、支援体制の整備が追いつい
ていない。

障害のあるこどもにとって、早期に相談や療育・訓練を受
けることが、その後の人生の広がりにつながっていくこと
になる。また幼稚園や保育園などに対する専門相談機関
として果たしてきた役割も大きく必要度は高い。

区民等から寄せられる期待は大きいが、現時点では増加
する相談希望に十分対応しきれていない。（仮称）こども
発達支援センターを整備する中で、目的の達成に努め
る。

B

引き続き（仮称）こども発達
支援センターの開設に向け
ての事業の整備をすすめ
る。―

上記のうち
人件費

千円 112,000 105,600 120,000 ―

申し込みから
相談を開始す
るまでの日数
が６０日以内
である割合

目標 目標

8 A

心身障害者福
祉センター維
持運営事務（こ
ども支援）

障害児の早期発
見、早期療育・訓
練事業を行い生
活の向上を図る
ため

成
果
指
標

A B
該
当

相談員や医師を増員し、新規の受付枠を広げて相談を開
始するまでの日数の短縮に努めたが、相談件数が増加
し、需要に対応しきれない現状がある。

経
費

総経費 千円 194,427 188,621 192,417

B

障
害
者
施
策
推
進
課

需要が多いにもかかわらず利用ができない点について
は、平成25年度までに改修等を行い、大泉つつじ荘につ
いては個室化を図り、これまでの相部屋等の問題を解消
し効率的運営ができるよう改善していく。

区民等の意見要望にあるように、今後も需要の高い事業
である。こうした要望に応えるために、平成２４年度から
練馬三丁目に移転したしらゆり荘において個室対応で同
様のショートステイ事業を開始した。

平成23年度は大泉つつじ荘単体での事業評価となって
いる。①の成果項目に記したとおり、相部屋等の課題を
残している。区民からの要望の高い事業であることから、
そのためにも個室化を図り、平成24年度に開設したしら
ゆり荘と合わせて、効率的効果的事業として区民の要望
に応えられるよう、サービス提供体制の充実を進めてい
く。

A

大泉つつじ荘については、
今年度中に改修設計、平成
２５年度中に改修工事を実
施し、宿泊室４部屋の個室
化を図り、生活寮と合わせ
て、平成25年度までに法内
事業に移行できるよう準備
を進めていく。

―

上記のうち
人件費

千円 800 4,800 4,800 ―

緊急一時保護
の利用件数

目標 目標

9 AB
生活寮等維持
運営事務(緊急
一時)

介護者の疾病そ
の他の理由で、
在宅の心身障害
者の支援が困難
な状況に陥った
時に介護者に代
わって一時的に
支援を行い、地
域生活を継続で
きるようにするた
め。

成
果
指
標

A C
非
該
当

72.3％と80％を下回った。区民等からの意見・要望等にも
あるように、宿泊利用については相部屋の制約から、プラ
イバシーが保てない、性別による制限がある、障害特性
による相性がある等の理由で、満室利用ができないこと。
年度当初は震災等の影響もあり、達成率が下がったと考
えられる。

経
費

総経費 千円 48,646 55,452 118,915



平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：252　施策名：サービス提供体制を拡充する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 C

－ 基本設計 実施設計 工事・開設 １ヵ所
②

効率性

％ 達成 一部達成 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

B

障
害
者
サ
ー

ビ
ス
調
整
担
当
課

センターにおいて障害児の専門相談および通所訓練を行
うだけでなく、障害児支援の中核的施設として区内の民
間事業所等を支援していくことで、通所訓練に対する需
要に応えていくものであり、効率性が高い事業である。

心身障害者福祉センターで未就学児童を対象としている
相談および療育事業を、１８歳までに拡大すること、およ
び障害児相談支援等の児童福祉法等改正に伴う新たな
制度に基づく事業を実施するなどにより、多様化し増大し
ている発達に心配のある児童への支援に対する区民
ニーズに応えていく必要がある。

児童福祉法等の改正により、24年度から障害児支援の
強化を目指し、制度が大幅に改正されることとなった。
（仮称）こども発達支援センターについては、この制度改
正による新たな整備基準や事業実施形態を踏まえた整
備を進めている。

－

障害児支援の強化や相談
支援の充実を目指した児童
福祉法等の改正により、障
害児相談支援事業や保育
所等訪問支援の創設、児童
発達支援と放課後等デイ
サービスへの改正等、平成
２４年４月から大幅な制度改
正が行われた。この制度改
正の意義を十分に受けとめ
て、（仮称）こども発達支援
センターで取り組むべき
種々の事業を、新制度に適
合させ、適正に実施できるよ
う、関係部署と連携して検討
していく。

―

上記のうち
人件費

千円 8,000 4,000 20,000 ―

（仮称）こども
発達支援セン
ター整備の進
捗状況

目標 目標

10 ABC
（仮称）こども
発達支援セン
ター整備事務

発達に心配のあ
る子どもたちを対
象とした相談・療
育等の拡充を図
るため

成
果
指
標

A B
該
当

東日本大震災の影響による住民説明会の延期等によ
り、２３年度に予定していた工事着手が24年度に変更と
なったことから評価区分をＣ（80％未満）としたが、２４年
度内に竣工および開設が可能となるよう工期等を見直し
ており、当初の予定どおり２４年度中に開設することに変
わりはない。

経
費

総経費 千円 23,593 24,939 532,244



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

％ 66.6 79.0 70 70
②

効率性

％ 95.1 112.9 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

人 57 57 62 68
②

効率性

％ 101.8 96.6 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

B

公益事業を行っており、より
社会的信用を高め企業開拓
等を行い障害者就労の促進
を図るため、公益法人化を
目指す。

B

障
害
者
施
策
推
進
課

協会は就労支援に特化し、就労移行支援事業所などと
の役割分担を明確にした。就労支援や定着支援の相談
者等が増え、1件あたりのコストが前年より下がっている。

目標 目標

A C
非
該
当

千円 102,768 104,970 99,142 ―

ハローワークなどの関係機関や区内企業団体との繋がり
を利用して区内雇用に努めている。また、区内事業所等
の就労実績向上に向けた支援を行なうなど必要性は高
い。

千円 11,200 8,000 4,000 ―

障害者の就労支援機関として、就労継続支援事業（A
型、B型）事業所などと連携し、福祉施設からの就職者を
出している。今後、関係機関との連携を強化し、定着支援
を行っていく。

上記のうち
人件費

千円 800 800

ネットワーク会議に参加している各団体に、講演会のテー
マなどの希望を聞いた上で開催するように努めたことに
よる。

2 A
障害者就労促
進協会事務

練馬区障害者就
労促進協会に対
して補助金を交
付することによ
り、障害者の雇
用および就労促
進を図り、もって
障害者の自立と
福祉の向上に寄
与するため。

成
果
指
標

新たな雇用に
つながった障
害者数

経
費

総経費

経
費

総経費

東日本大震災と円高により雇用状況は依然厳しい状況
であるが、雇用促進法の改正により前年度と同数の就職
者があり、ほぼ目標を達成した。

上記のうち
人件費

1 A

障害者福祉事
業施行事務
（ネットワーク
推進）

障害者の就労支
援に関する事業
の開催を通じて、
就労を希望する
障害者を支援す
る機関や学校、
企業などとの連
携を強化し、障害
者の就労促進と
職場定着を図る
障害者の就労促
進を図るため。

成
果
指
標

講演会の延べ
参加者数の割
合
講演会への延
参加者数
参加団体数×
講演会回数

B

就労支援ネットワーク推進
事業会議の事務局（一般財
団法人練馬区障害者就労
促進協会および練馬区障害
者施策推進課）として、参加
団体相互のコーディネート機
能強化に努める。

B

障
害
者
施
策
推
進
課

各事業所相互の情報交換やテーマを設けての話合い
を、ネットワーク会議に参加すれば行えるので効率的と言
える。

区内の就労支援の専門機関として多様な障害に対応す
ることが可能であるので、必要性は高い。

講演会への要望が多様であるため、「特別支援学校の取
り組み」、「知的・精神・発達障害者の理解と就労支援」な
どの幅広いテーマを選ぶことにより、ネットワーク会議に
参加している各団体から多くの参加者が得ることができ
た。

目標 目標

A B
非
該
当―

400 ―

千円 1,175 1,188 926

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：253　施策名：障害者の就労を促進する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価



平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：253　施策名：障害者の就労を促進する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

人 10 10 12
②

効率性

％ 100.0 90.9 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

B

上記のうち
人件費

千円 3,200 3,200 2,400 ―

・利用者アンケートによる評価も高く、良好に運営されて
いるが、就職者数は目標を若干下回っている。厳しい経
済情勢中ではあるが、就労訓練の充実や企業開拓等に
取り組んでいく必要がある。
・北町福祉作業所において、予定通り就労移行支援事業
を開始した。

厳しい経済情勢の中で、目標に届かないまでも、平成２２
年度を上回る実績を上げている。

3 A
福祉作業所維
持運営事務
（就労支援）

地域等におい
て、安定した生活
を営むため、就
労を希望する者
に対して、生産活
動その他の活動
の機会の提供を
通じて、その知識
および能力の向
上のために必要
な訓練を行い、
自立した日常生
活又は社会生活
を営むことができ
るよう支援するた
め。

成
果
指
標

一般就労の就
職者数

経
費

総経費 B

大泉福祉作業所において、
今年度から就労移行支援事
業を開始することで、体制強
化を図る。

Ａ

障
害
者
施
策
推
進
課

全ての事業所において指定管理制度を導入している。

目標 目標

A C
非
該
当

千円 88,262 108,257 171,009 ―
特別支援学校の卒業生は、年々増加する傾向にあること
から当該事業所の必要性は高い。



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

件数 2,732 2,812
②

効率性

％ ― ― ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

件数 11 10 18 18
②

効率性

％ 61.1 55.6 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

A

障害者週間ふれあい作品展
については、日程、場所も別
開催であり、事業の周知度
が低かった。今年度2回目の
開催のため、一層の周知を
図る。

B

障
害
者
施
策
推
進
課

障害者および障害者団体との協働による開催のため、Ｐ
Ｒ度も高く効果的であり、費用面でも効率的である。

目標 目標

A B
該
当

千円 2,102 2,099 2,122 ―
障害者および障害者の福祉の向上のための励みとなり、
事業の必要性は高い。

千円 1,600 1,600 1,600 ― 事業規模を維持して継続していく。

上記のうち
人件費

千円 10,000 10,000

聴覚障害者だけでなく、講演会や会議を主催する団体か
らの依頼も年々増加し、着実な成果が上がっている。

2 A
障害者福祉行
事事務

地域福祉に貢献
した個人、団体
等を表彰すること
で、障害者福祉
についての関心
と理解を深め、障
害のある方の社
会活動に積極的
に参加する意欲
を高めるため

成
果
指
標

表彰を受けた
数

経
費

総経費

経
費

総経費

障害者週間で行われる啓発活動事業として、地域福祉に
貢献した個人・団体等を表彰するとともに、障害者団体と
協働で事業を行うことにより、その成果は着実に上がって
いる。

上記のうち
人件費

1 A

地域生活支援
事務（コミュニ
ケーション支
援）

聴覚障害者の団
体または聴覚に
障害のある個人
の社会活動に通
訳者を派遣する
ことにより、聴覚
障害者の福祉の
向上に資するた
め。

成
果
指
標

手話通訳者の派
遣件数※目標値を
決めて派遣件数の
増加を図ることは、
事業の性格上なじ
まないため、22年
度以降の目標値
は未記入とする。

A

手話通訳者の研修会の更な
る内容の充実に努め、通訳
者全体のレベルアップを
図っていく。

B

総
合
福
祉
事
務
所

派遣依頼の受付から通訳者への謝礼支払までの事務は
システム化している。

聴覚障害者の社会参加、および手話通訳者の育成の場
としても必要である。

聴覚障害者の社会参加と理解の深化、通訳者の育成な
どすべての面から本事業は良好に進んでいる。

目標 目標

A B
非
該
当

―

10,000 ―

千円 26,840 27,658 28,012

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：254　施策名：障害者の社会生活を支援する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価



平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：254　施策名：障害者の社会生活を支援する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

件数 45,390 32,104 ― ―
②

効率性

％ ― ― ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

上記のうち
人件費

千円 92,240 92,240 92,240 ―

新たにアウトリーチ事業を実施し、未治療者や家族の支
援を図るなどの取り組みを行った。精神保健対策として、
こころの健康に関する普及・啓発から、相談事業、地域活
動、アウトリーチ、関係機関連絡会議等まで、幅広く取り
組んでいる。

こころの健康づくりの支援として、精神の専門家による各
種相談事業や保健師による地域活動をはじめ、こころの
健康について普及・啓発を行うための講演会等を実施し
ている。23年度から、ひきこもりなどの未治療者を対象に
アウトリーチ事業として訪問支援を実施している。

3 A
精神保健対策
事務①

精神障害者とそ
の家族に対して
精神保健相談や
生活指導を実施
することや、その
他一般住民に対
して講演会等を
開催することによ
り、精神保健に
関する知識を普
及し、精神保健
衛生の向上を図
る。

成
果
指
標

精神保健相談
件数

経
費

総経費

B

23年度に引き続きアウトリー
チ事業に取り組み、地域で
の精神科未受診者等を医療
や支援の場につなげる取り
組みを強化する。

B

保
健
相
談
所

こころの健康の問題は、早期に発見し、適切な治療や対
応を行うことで解決できることから所内事業等と連携し
て、支援の必要な者や家族の早期発見・対応に努めてい
る。また、精神保健関係の関係機関との連絡会やケース
会議を開催するなど、情報交換を密にし、連携強化を
図っている。

目標 目標

A B
非
該
当

千円 98,962 97,911 98,081 ―

精神保健関係の相談は、件数の増減に関わらず、年齢・
状況・内容も複雑化し、その対応も多様化している。現代
のストレス社会における精神保健対策事務は、区民の健
康づくりへの支援の一つとして欠かせない。



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 C

件数 0 0 1
②

効率性

％ 0.0 0.0 ― ― B

③
必要性

B

④総合
評価

B

社会福祉協議会の生活福祉資金の貸付限度額が45万
円から50万円に増額されたため、この資金の需要が減少
した。生活保護受給世帯の中で、私立高校への進学の
需要が少ない傾向がある。

・従来、貸付金原資２件分程度の予算規模としてきたが、
平成24年度は、貸付金原資を1件とするとともに事務経
費分も削減した。（平成24年度の総経費には、貸付金原
資として1件分38万円を含んでいるが、平成22年度・23年
度は貸付実績が無かったため、総経費に含まれていな
い。)
・生活福祉資金等で対応できるか、様子を見る。

A B
非
該
当

練
馬
総
合
福
祉
事
務
所

C

この間、貸付実績がない。

上記のうち
人件費

C
必要な人に必要なサービス
の提供ができるよう、ＰＲに
つとめる。

貸付件数はここ数年0件である。

千円

目標 目標

千円 80 80 80 ―

129 119 515 ―

貸付件数

総経費1 A

社会福祉団体
等の援護事務
（私立高等学
校等入学資金
貸付）

私立高校等への
入学時に入学金
等の調達が困難
な所得世帯に対
し、入学資金を貸
付け、生活の安
定に向け自立を
促進するため

成
果
指
標

経
費

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価
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選
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区
分
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年
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改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
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方
向
性

担
当
課



24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：261　施策名：生活の安定に向けた自立支援を行う】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

％ 95.0 97.0 100.0
②

効率性

％ 95.0 97.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

％ ２．０４％増 ５．７％減 １％減
②

効率性

％ 0.0 100.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

大
泉
総
合
福
祉
事
務
所

夏季の区の節電目標１８％減をほぼ達成し、年間で５．
７％の削減を行うことができた。人員・事務量・来所者が
増加している中で効率性は高いと評価した。

昨年同様、空調機や室内換
気扇の常時使用により、室
内環境を良好な状態を維持
していく。それに伴い電気の
使用量が増大する可能性が
あるが、その他の無駄な電
気の使用をしないように、こ
まめな電源のオフ等をさらに
浸透させ、職員が自主的に
節電に取り組むよう周知を
し、目標達成を図る。

非
該
当

応急小口資金：現在の経済状況を反映し、一時的な困窮にいた
るケースが多く、相談件数が増加しているが、要件を満たし、か
つ必要性の高い対象者に貸し付けているため、有効に機能して
いる。 高校進学準備：希望者の全員が貸付を受けている。女性
福祉：都・母子福祉資金を補っている。 入院：高齢者や障害者の
方が入院医療費の支払いに困っている場合に十分に機能してい
る。 都・母子：需要が高く有効に機能している。

B

１．必要な人に必要なサービ
スの提供ができるよう、ＰＲ
につとめる。
２．高校入学準備資金が生
活保護費（生活扶助）に含ま
れることになり、貸付件数は
減少しているが、不足分を
補うための需要が存在する
ため、事業は継続する。

B

応急：相談および貸付件数が多く区民の必要性に応えており効
率性が高い。 高校進学：少人数で貸付を行うことが出来るため
効率性が高い。 女性福祉：貸付件数が少ないが効率的に処理し
ている。 入院：貸付条件が明確であるため貸付が円滑に行われ
ている。 都母子：貸付件数が多いが効率的に処理している。

応急：緊急な事態に対する貸付により生活の安定と生活意欲の
増進が有効に図られている。 高校：貸付希望者全員が貸付を受
けており被保護者の自立支援のために有効に活用されている。
女性：都母子の対象外の方の要望に応えている。　入院：高齢者
や障害者の方が長期入院の療養費に関する心配なく入院でき
る。　都母子：貸付が必要な多数の母子の自立促進に成果を上
げている。

応急：昨今の不景気および総給与の減少と雇用の不安定化を背
景に特に応急小口資金について相談件数および貸付件数が増
加。 緊急な事態の資金として必要度が高い。 高校：被保護世帯
の高校進学の促進に効果的である。高校の卒業が就職など生活
安定のために有効。 女性：都・母子資金の対象範囲を補うため
必要性が高い。 入院：高齢化の進行に伴い必要性が高まってい
る。 都母子：厳しい経済状況にある母子にとって必要性が高い。

総
合
福
祉
事
務
所

AAB

経
費

総経費 千円 114,340 114,331 114,770 ―
事務所を維持管理していくためには必要性は高いといえ
る。

A

総合的に良好に進んでいると評価した。

光熱水費前年
度比１％減
（事務所の
EMS 目標値）

B
非
該
当

事務事業の増加、職員の増加、超過勤務の増加、来所
区民の増加という状況の中で、当福祉事務所において光
熱水費を前年度比５．７％減の目標を達成することができ
た。これは、事務所内の蛍光灯等の数の削減、昼休みの
消灯等さまざまな節電対策を行ったためである。

3 A
大泉総合福祉
事務所維持管
理事務

各種事務事業の
実施拠点である
事務所を効率的
に維持管理して
いくため。

成
果
指
標

B

上記のうち
人件費

千円 8,000 8,000

目標 目標

A

―8,000

千円 32,800 32,800

135,583161,188 134,701 ―

8,000 ―

目標 目標

千円

（貸付件数の
うち、生活保
護を受給して
いない件数）/
貸付件数

上記のうち
人件費

総経費

2 A
福祉資金・各
種貸付事務
（生活資金）

費用を必要とす
る者に資金を貸
付けることによ
り、その生活の
安定と生活意欲
の増進を図るた
め。

成
果
指
標

経
費



24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：261　施策名：生活の安定に向けた自立支援を行う】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

人 1,722 2,933 3,000
②

効率性

％ 132.5 209.5 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

世帯 11,154 11,870
②

効率性

％ 100.0 100.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

・新たに就労支援サポートプ
ログラムを制定。就労サ
ポーターを配置した。
・就労希望者に対してより細
やかな個別支援、アドバイス
を行う。
・就労意欲の喚起や就労阻
害要件の解消に対しての支
援を行う。自立した生活が営
めるべく、就労支援を行う。

B

総
合
福
祉
事
務
所

自立支援のための支援手順を定めた各支援プログラム
を整備し、専門的知識・ノウハウを持つ専門員や支援員
を配置することで、効率よく支援が実施できる。

生活保護世帯における複雑で多岐にわたる課題に対し
ては、生活保護地区担当員だけでは対応が困難である。
専門的な知識・経験を持つ専門員や支援員による支援
が不可欠である。

国や都の補助金を積極的に有効利用する考えのもと、専
門員や支援員を配置してプログラムを策定することで、被
生活保護者への支援が円滑に実施されている。

A B

千円 16,000

該
当

引き続き各自立支援プログラムプロジェクトチームで取組
について検討、検証をおこない、より効果的かつ利用促
進向上につながるよう内容を整備した。また、対象となり
うる方々への周知につとめ、参加を促した。結果、参加者
目標を大幅に上回った。

A

目標 目標

千円 198,063 374,378 457,518 ―

24,000 24,000 ―

―

上記のうち
人件費

千円 40,000 40,000 40,000 ―

法外援護対象
世帯

目標 目標

総経費 千円 157,184 158,014 172,538

総経費

自立支援プロ
グラムの参加
者数

上記のうち
人件費

5 A 法外援護事務

生活保護法では
給付の対象と
なっていない各
種費用を支給す
ることにより、生
活保護世帯の自
立を支援するた
め。

成
果
指
標

経
費

経
費

4 A
生活保護施行
事務

専門的な知識を
有する人員を配
置するなどの体
制整備を行い、
効果的かつ効率
的に生活保護業
務を実施するた
め

成
果
指
標

A A
非
該
当

法外援護が必要な世帯に対し、必要な援助がなされてい
る。

A

各種法外援護が自立支援
へのさらなる有効手段となる
よう、各種自立支援プログラ
ムについて検証を続け、適
宜見直しを行っていく。

B

総
合
福
祉
事
務
所

生活保護法内において対応ができない援護について、ス
ムーズに補完する役割を果たしている。

生活保護世帯の自立支援を進め社会活動を促していくた
めには、生活保護法外での対応が必要不可欠である。

生活保護法の金銭給付に加え、生活保護法内で対応で
きない被保護世帯が抱える個別の課題に対して、区独自
に法外援護を行うことで自立を促進している。


